
 

 

 

 

共１２ 建設副産物対策 
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１ 建設副産物対策の概要 

(1) リサイクルの推進 

社会資本の整備及び更新などに伴い発生する＊建設資材廃棄物は排出量が多く、本県の産業廃棄物

及びその最終処分量に占める割合も高い。 

平成26年度長野県産業廃棄物実態調査結果では、県内で排出された産業廃棄物434万1,000t年のう

ち、建設業は約23%（100万9,000t）を占め、電気・水道業、製造業に次ぐ３番目の量を排出してい

る。 
＊建設副産物の適正処理及び再生資源の活用に係る関係法令などに基づき、建設資材廃棄物の排出

抑制や再資源化及び＊再生建設資材などの利用を促進することが必要であり、県では、平成 14 年５

月に「長野県建設リサイクル推進指針」を公表し、再資源化などの促進に取り組んでいる。 

 

(2) 施策の展開 

ア 建設資材廃棄物の排出抑制 

建設工事の計画・設計段階から施設の耐久性向上を図るとともに、維持管理・修繕を容易にす

るなど、長期的使用に資する設計に努めるとともに、端材発生が抑制される製品開発や利用、並

びに建設資材の再使用などの取組に、関係者が適切な役割分担の下で、連携しつつ積極的に参加

することとしている。 

 

イ 建設資材廃棄物の再資源化等の促進 

県発注建設工事においては、コンクリート塊など建設工事で発生するがれき類について、破砕・

選別などによって再生砕石、再生加熱アスファルト混合物などとして再資源化することとしてい

る。これら＊特定建設資材の分別解体と、再資源化施設への搬入を徹底するため、発注者・受注者

の協力の下、各工事単位での再生資源利用計画の作成と実施を推進している。 

 

ウ 再生建設資材等の利用促進 

県では、再資源化により得られた再生建設資材利用を促進するため、関係者連携の下で、特定

建設資材廃棄物を用いた再生資材に係る需要の創出及び拡大に必要な調査、情報提供、並びに普

及啓発に積極的に取り組んでいる。なお、再生資材の利用にあたっては、必要な品質を確保する

こと並びに環境に対する安全性及び自然環境の保全に配慮することとしている。 

また、再生資源を積極的に活用したリサイクル製品（資材）を使用するモデル工事を実施する

など、建設資材のリサイクルにより得られた再生建設資材の率先利用に努めている。 

  



共 12―2 

表 用語の解説 

用  語 解  説 

建設資材廃棄物 建設工事に使用する資材が廃棄物となったもの。 

建設副産物 

建設工事に伴い副次的に得られたすべての物品であり、その種類としては、「工事現場外

に搬出される建設発生土」、「コンクリート塊」、「アスファルト・コンクリート塊」、「建設

発生木材」、「建設汚泥」、「紙くず」、「金属くず」、「ガラスくず・コンクリートくず（工作

物の新築、改築又は除去に伴って生じたものを除く。）及び陶器くず」又はこれらのもの

が混合した「建設混合廃棄物」などがある。 

再生建設資材 
建設工事に使用する資材として利用することができる状態に建設廃棄物が再資源化され

たもの 

特定建設資材 
建設資材のうち、政令で定められた、以下の資材 

①コンクリート ②コンクリート及び鉄から成る建設資材 ③木材 ④アスファルト 

 

図 建設リサイクルの概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

〔発生・排出抑制の徹底〕

現場内再利用も含む 
 
 
 
 
 
 

工事現場 

〔工事間利用〕 

他の工事現場へ

〔再資源化〕 分別解体 

再資源化施設への搬入 

再生建設資材 

利用促進・率先利用 

〔最終処分〕 
他の措置を取ることができない廃棄物 
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図 建設副産物と再生資源、廃棄物との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

  

建設副産物 

廃棄物 
（廃棄物処理法） 

 
 
 
 
○有害・危険なもの 
 
 
 

原材料として利用が 
不可能なもの 

再生資源 
（資源有効利用促進法）

 
 
 
 

○建設発生土   
○金属くず   

そのまま原材料と 
なるもの 

○アスファルト・コンクリート塊 
○コンクリート塊 
○建設発生木材 

○建設汚泥 

○建設混合廃棄物 

原材料として利用の可能性が 
あるもの

土砂及び専ら土地造成の目的となる土砂に準ずるもの

河川等の浚渫に伴って生ずる土砂その他これに類するもの

スクラップ等他人に有償で売却できるもの

事務所ごみ
現場事務所での作業、作業員の飲食等に伴う廃棄物（図面、雑誌、飲
料空缶、弁当がら、生ごみ）

刈草、枝葉
河川堤防や道路法面等の除草作業で発生する刈草、道路の植樹帯
の管理で発生する剪定枝葉

廃棄物処理法施行令で
定められた産業廃棄物

工事から排出される産業廃棄物の具体的内容（例）

がれき類

工作物の新築、改築、除去に伴って生じたコンクリートの破片、その他
これに類する不要物
①コンクリートがら
②アスファルト・コンクリートがら
③その他がれき類

木くず
工作物の新築、改築、除去に伴って生ずる木くず（型枠、足場材等、内
装・建具工事等の残材、伐根・伐採材、木造解体材等）

汚泥

含水率が高く微細な泥状の掘削物
（掘削物を標準ダンプトラックに山積みできず、またその上を人が歩け
ない状態（コーン指数がおおむね200kN/㎡以下又は一軸圧縮強度が
おおむね50kN/㎡以下）
具体的には場所打杭工法・泥水シールド工法等で生ずる廃泥水

廃プラスチック類
廃発泡スチロール等梱包材、廃ビニール、合成ゴムくず、廃タイヤ、廃
シート類

ガラスくず
コンクリートくず
及び陶磁器くず

ガラスくず、コンクリートくず（工作物の新築、改築又は除去に伴って生
じたものを除く）、タイル衛生陶磁器くず、耐火レンガくず

金属くず 鉄骨鉄筋くず、金属加工くず、足場パイプ、保安塀くず

紙くず
工作物の新築、改築又は除去に伴って生ずる紙くず（具体的には包装
材、段ボール、壁紙くず）

繊維くず
工作物の新築、改築又は除去に伴って生ずる繊維くず（具体的には廃
ウエス、縄、ロープ類）

廃油 防水アスファルト（タールピッチ類）、アスファルト乳剤等の使用残さ

ゴムくず 天然ゴムくず

廃油 揮発油類、灯油類、軽油類

廃PCB等及びPCB汚染物 トランス、コンデンサ、蛍光灯安定器

廃石綿等 飛散性アスベスト廃棄物

その他の産業廃棄物
燃え殻、廃酸、廃アルカリ、鉱さい、動物性残さ、動物性固形不要物、動物のふん尿

動物の死体、ばいじん、産業廃棄物を処理するために処理したもの

建設発生土
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＝ 建設リサイクル法により、リサイクル等が義務付けられたもの 
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２ 建設副産物関係法令 

 

(1) 「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」 

平成12年５月31日公布→平成23年５月30日最終改正 

(2) 「資源の有効な利用の促進に関する法律（リサイクル法）」 

平成３年10月25日施行、平成14年２月８日最終改正 

(3) 「廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃棄物処理法）（改正）」 

平成24年８月１日最終改正 

 

(1) 建設リサイクル法 

   この法律は、特定の建設資材について、その分別解体等及び再資源化等を促進するための措置を 

講じるとともに、解体工事業者について登録制度を実施することなどにより、資源の有効利用の確 

保と廃棄物の適正処理を図り、もって生活環境の保全と国民経済の健全な発展に寄与することを目 

的としている。（法第１条） 

 長野県が発注する土木工事では「公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活

用工事実施要領（土木）（平成 14 年６月２５日制定）」に基づき分別解体等・再資源化等及び再生資

源活用を行うこととしている。（共 12-14 参照） 

 

ア 分別解体等及び再資源化等の義務付け 

     一定規模以上の建設工事（以下「対象建設工事」）について、受注者に分別解体等及び再資源化

等を義務づけている。 

   (ｱ) 分別解体等の実施義務 

     対象建設工事の受注者等は、特定建設資材を分別解体等により現場で分別することが義務付け

られている（第９条第１項）。 

     「分別解体等」とは、土木工事については「当該工事に伴い副次的に生じる建設資材廃棄物を

その種類ごとに分別しつつ当該工事を施工する行為」をいう。（第２条第３項） 

     分別解体等の義務付け対象者は、対象建設工事の受注者（又は自主施行者）である。本法の受

注者は、「当該対象建設工事の全部又は一部について下請契約が締結されている場合における各下

請負人を含む」（第９条第１項）とされている。 

   (ｲ) 再資源化等の実施義務 

     対象建設工事の受注者は、分別解体等に伴って生じた特定建設資材廃棄物について、再資源化

をすることが義務づけられている（第 16 条第１項）。 

     「再資源化」とは、次の①、②の行為であって、分別解体等に伴って生じた建設資材廃棄物の

運搬又は処分（再生することを含む。）に該当するものをいう（第２条第４項） 

    ① 分別解体等に伴って生じた建設資材廃棄物について、資材又は原材料として利用すること（建

設資材廃棄物をそのまま用いることを除く）ができる状態にする行為 

    ② 分別解体等に伴って生じた建設資材廃棄物であって燃焼の用に供することができるもの又は

その可能性のあるものについて、熱を得ることに利用することができる状態にする行為 

      ただし、木材が廃棄物となったもの（政令第４条）については、工事現場から一定の距離内

に再資源化施設がないなど再資源化が経済性の面で制約がある場合には、適切に償却すること

などにより「縮減」を行えば足りることとしている（第 16 条第１項ただし書）。 
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イ 発注者の責務 

発注者は、その注文する建設工事について、分別解体と及び建設資材廃棄物の再資源化等に要

する費用の適正な負担、建設資材廃棄物の再資源化により得られた建設資材の使用等により、分

別解体等及び建設資材廃棄物の再資源化等の促進に努めなければならない。（法第６条） 

 

ウ 分別解体等及び再資源化等の実施の流れ 

     本法では、次の手続きを踏むことにより、建設廃棄物のリサイクルが適正に推進される仕組み

となっている。（図－１）これらの手続きについて長野県が発注する建設工事では、「公共建設工

事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施要領（土木）」に基づき実施するも

のとしている。 

     

○ 建設リサイクル法に係る手続き 

① 元請業者から発注者への説明 （法第 12 条第１項） 

② 発注者から都道府県知事への工事の届出 （法第 10 条第１項） 

③ 元請業者から下請業者への告知 （法第 12 条第２項） 

④ 分別解体等及び再資源化等の実施  

⑤ 元請業者から発注者への報告 （法第 18 条第１項） 

 

 

建設部発注工事における分別解体等及び再資源化等の実施の流れ（図－１） 
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変更命令 
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基づく報告 

元請業者 

対象建設工事の 

届出事項に関する書面 

下請業者 
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【告知書】 

（通知書の写し） 

元請業者 
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書面による報告

・分別解体等、再資源化等

の実施 
・技術管理者による施工の

管理 
・現場における標識の掲示
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エ 分別解体等及び再資源化等の実施を確保するための措置 

本法においては、分別解体等及び再資源化等の適正な実施を確保するため、イの措置のほか、 

解体工事業者の登録制度の創設等の措置を講じている。 

(ｱ) 解体工事業者の登録制度 （法第 21 条、22 条、24 条） 

   軽微な解体工事のみを請け負うことを営業とし、建設業の許可が不要な小規模の解体工事業者

についても都道府県知事の登録に係らしめ、全ての解体工事業者に最低限必要となる資質・技術

力を確保していくこととしている。 

   登録において最低限必要な事項は「一定の資格等を有する技術管理者の選任」「本法に違反して

罰金以上の刑に処せられ未だ執行を終えていないなどの欠格要件への非該当」などである。 

(ｲ) 対象建設工事の契約書面への解体工事費等の明記 （法第 13 条） 

   対象建設工事の契約書面においては、建設業法第 19 条に基づき記載することが義務付けられて

いるもののほか、分別解体等の方法、解体工事に要する費用等を記載しなければならないことと

している。 

 

(2) リサイクル法 

資源の有効な利用の確保を図り廃棄物の発生の抑制及び環境の保全に資するため必要な措 

置を講ずることにより、国民経済の健全な発展に寄与することを目的としている。（法第１条） 

ア 特定再利用業種と指定副産物 

   本法第２条ではリサイクルに関する業種について以下のように定義している。 

 

  

 

 

 

 ※１ 建設業は、「資源の有効な利用の促進に関する法律施行令」第 2条で、下表のとおり特定再利

用業種の一つとされている。 

再生資源又は再生部品の種類 業種 

五 土砂、コンクリートの塊又はアスファルト・コンクリートの塊 建設業 

 

     同じく法第２条では、特に再利用が必要な副産物について以下のように定義している。 

 

 

 

 

※２ 建設業に係る指定副産物について、施行令第 2条では下表のとおりとしている。 

業種 指定副産物 

二 建設業 土砂、コンクリートの塊又はアスファルト・コンクリートの塊又は木材 

 

本法では、これら特定再利用業種と指定副産物に係る資源の有効な利用を行うために事業者の

判断の基準となるべき事項を主務大臣（建設業については国土交通大臣）が定めることとしてい

る。 

 

「特定再利用業種」再生資源又は再生部品を利用することが技術的及び経済的に可能であり、

かつ、これらを利用することが当該再生資源又は再生部品の有効な利用を

図るうえで特に必要なものとして政令で定める再生資源又は再生部品の

種類ごとに政令で定める業種※1 

「指定副産物」エネルギーの供給又は建設工事に係る副産物であって、その全部又は一部を再

生資源として利用することを促進することが当該再生資源の有効な利用を図

るうえで特に必要なものとして政令で定める業種ごとに政令で定めるもの※２ 
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イ 建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき 

事項を定める省令（最終改正 平成 13 年３月 29 日 国土交通省令第 59 号） 

   

(ｱ) 省令の趣旨 （省令第１条） 

本省令は、建設業に属する事業を行う者（「建設工事事業者」）の再生資源の利用を促進するた

め、資源の有効な利用の促進に関する法律第 15 条の規定に基づき、資源の有効な利用の促進に関

する法律施行令（平成３年政令第 327 号）別表第２の第１欄に掲げる土砂、コンクリートの塊及

びアスファルト・コンクリートの塊のうち建設工事に伴い副次的に得られたもの（「建設発生土」、

「コンクリート塊」及び「アスファルト・コンクリート塊」）について、建設工事事業者の建設工

事に係る事業場（「工事現場」）での利用に関する判断の基準となるべき事項を定めている。 

  (ｲ) 建設発生土の利用 （省令第４条） 

建設工事事業者は、建設発生土を利用する場合において、別に定める表の区分に応じ、用途に

おいて利用するものとする。 （共 12-30「発生土（残土）処理について」参照） 

また、利用にあたって建設工事事業者は、適切な施工を行うこと、並びにあらかじめ建設発生

土の発生又は利用に係る必要な情報の収集又は提供に努めるものとしている。 

(ｳ) コンクリート塊の利用 （省令第５条） 

建設工事事業者は、コンクリート塊を利用する場合において、再生骨材等として、別に定める

表に掲げる区分に応じ、主に掲げる用途に利用するものとする。 

長野県建設部が施工する土木工事においては、再生砕石等の利用基準を定め、工事の利用用途

に要求される品質等を考慮した上で原則利用することとしている。 

（共 6-10「再生砕石等の利用基準」及び「再生加熱アスファルト混合物の利用基準」参照） 

(ｴ)  アスファルト・コンクリート塊の利用 （省令第６条） 

建設工事事業者は、アスファルト・コンクリート塊を利用する場合において、再生骨材等及び

再生加熱アスファルト混合物として、別に定める表に掲げる区分に応じ、主に掲げる用途に利用

するものとする。 

長野県建設部が施工する土木工事においては、再生砕石等及び再生加熱アスファルト混合物の

利用基準を定め、工事の利用用途に要求される品質等を考慮した上で原則利用することとしてい

る。 

（共 6-10「再生砕石等の利用基準」及び「再生加熱アスファルト混合物の利用基準」参照） 

(ｵ) 再生資源の発生した工事現場での利用 （省令第７条） 

建設工事事業者は、適切な施工方法の選択、資材置き場の確保及び施工機械（再生資源を建設

資材として利用するために必要な加工を行う装置を含む。）の選定に配慮し、再生資源が発生した

当該工事現場での利用に努めるものとする。 

  (ｶ) 再生資源利用計画の作成等 （省令第８条） 

発注者から直接建設工事を請負った建設工事事業者は、あらかじめ再生資源利用計画を作成す

ることとされている。 
（共 12-24「再生資源利用〔促進〕（計画・実施）書」 参照） 
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ウ 建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する 

  判断の基準と成るべき事項を定める省令 

（最終改正 平成 13 年３月 29 日 国土交通省令第 60 号） 

  

(ｱ) 省令の趣旨 （省令第１条） 

本省令は、「建設工事事業者」の指定副産物に係る再生資源の利用を促進するため、資源の有効

な利用の促進に関する法律第 34 条の規定に基づき、資源の有効な利用の促進に関する法律施行令

（平成３年政令第 327 号）別表第７の第２欄に掲げる土砂、コンクリートの塊、アスファルト・

コンクリートの塊及び木材のうち建設工事に伴い副次的に得られたもの（「建設発生土」、「コンク

リート塊」、「アスファルト・コンクリート塊」及び「建設発生木材」）について、建設工事事業者

の利用の促進に関する判断の基準となるべき事項を定めている。 

  (ｲ) 建設発生土の利用の促進 （省令第４条、第５条） 

建設工事事業者は、建設発生土を工事現場から搬出する場合において、以下の情報の収集又は

提供を行うことにより、他の建設工事での利用を促進するものとする。 

〔収集〕当該工事現場の周辺の建設工事で必要とされる建設発生土の量、性質、時期等 

〔提供〕当該工事現場から搬出する建設発生土の量、性質、時期等に関する情報 

建設工事事業者は、建設発生土の利用時期の調整を行うため、必要に応じて、建設発生土を保

管する場所の確保に努めるものとする。 

(ｳ) コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊及び建設発生木材の利用の促進 

      （省令第６条） 

建設工事事業者は、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊及び建設発生木材を工事

現場から搬出する場合において、あらかじめ再資源化施設に関する受入れの条件を勘案し、指定

副産物相互及び指定副産物と建設工事に伴い得られたその他の副産物との分別並びに指定副産物

の破砕又は切断を行った上で、再資源化施設に搬出するものとする。 

  (ｴ) 再生資源利用促進計画の作成等 （省令第７条） 

発注者から直接建設工事を請負った建設工事事業者は、あらかじめ再生資源利用促進計画を作

成することとされている。 
（G8-3-3「再生資源利用〔促進〕（計画・実施）書」 参照） 

 

(3) 廃棄物処理法 

廃棄物の排出を抑制し、及び廃棄物の適正な分別、保管、収集、再生、処分等の処理をし、並

びに生活環境を清潔にすることにより、生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的と

している。（法第１条） 

ア 廃棄物の処理責任 

(ｱ) 事業者※の責務  （※建設工事の場合元請業者、排出事業者のこと） 

・事業者は、その事業活動に伴って生じた廃棄物を自らの責任において適正に処理しなければな

らない。（第１章総則 法第３条１項） 

・事業者は、その産業廃棄物を自ら処理しなければならない。（第３章 法第 11 条１項） 

(ｲ) 事業者の処理 

・事業者は、自らその産業廃棄物の運搬又は処分を行う場合には、政令で定める産業廃棄物の収

集、運搬及び処分に関する基準（「産業廃棄物処理基準」）に従わなければならない。 

 （同章 法第 12 条１項） 

・事業者は、その産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委託する場合には、その運搬については第

14 条第 12 項に規定する産業廃棄物収集運搬業者その他環境省令で定める者に、その処分につ

いては同項に規定する産業廃棄物処分業者その他環境省令で定める者にそれぞれ委託しなけれ

ばならない。 また、委託を行う場合は政令で定める基準に従わなければならない。（法第 12

条５項、６項） 

・事業者は、その産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場合には、当該産業廃棄物の処理の状況

に関する確認を行い、当該産業廃棄物について発生から最終処分が終了するまでの一覧の行程
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における処理が適正に行われるために必要な措置を講ずるように努めなければならない。（法第

12 条７項） 

・その事業活動に伴い多量の産業廃棄物を生ずる事業場を設置している事業者として政令で定め

るもの（「多量排出事業者」）は、環境省令で定める基準に従い、当該事業場に係る産業廃棄物

の減量その他その処理に関する計画を作成し、都道府県知事に提出しなければならない。 

 また、実施状況についても報告しなければならない。（法第 12 条９項、10 項） 

イ 産業廃棄物管理票 （マニュフェスト） 

・その事業活動に伴い産業廃棄物を生ずる事業者は、その産業廃棄物の運搬又は処分を他人に委

託する場合には、環境省令で定めるところにより、当該委託に係る産業廃棄物の引渡しと同時

に当該産業廃棄物の運搬を受託した者に対し、当該委託に係る産業廃棄物の種類及び数量、運

搬又は処分を受託した者の氏名又は名称その他環境省令で定める事項を記載した産業廃棄物管

理票（「管理票」）を交付しなければならない。（法第 12 条の３の１項） 

・管理票を交付した者は、当該管理票の写しを当該交付をした日から環境省令で定める期間保存

しなければならない。 （法第 12 条の３の２項） 

ウ 産業廃棄物処理業 

・産業廃棄物の収集又は運搬を業として行おうとする者は、当該業を行おうとする区域を管轄す

る都道府県知事の許可を受けなければならない。ただし、事業者（自らその産業廃棄物を運搬す

る場合に限る。）、専ら再生利用の目的となる産業廃棄物のみの収集又は運搬を業として行う者そ

の他環境省令で定める者については、この限りでない。  

（第４節産業廃棄物処理業 法第 14 条） 
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建設工事に係る廃棄物・リサイクル関連法令一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

環境基本法 [環境省] 
（環境の保全について基本理念を規定） 

H5.11.16 法律第 91 号

H26.5.30 最終改正 

循環型社会形成推進基本法 [環境省] 
（循環型社会の形成に関する基本原則を規定） 

H12.6.2 法律第 110 号

H24.6.27 最終改正 

建設工事に関係する法令等 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律 

（建設リサイクル法） [国土交通省、厚生労働省] 

H12.5.31 法律第 104 号 
H26.6.4 最終改正 

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行令 
  特定建設資材の定め、建設工事の規模に関する基準等 
・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律施行規則 
  分別解体等に係る施工方法に関する基準等 
・解体工事業に係る登録等に関する省令 
  登録申請書の様式、添付書類、技術管理者の基準等 
・特定建設資材に係る分別解体等に関する省令 
  対象建設工事の請負契約に係る書面の記載事項、届出書様式等 
・長野県建設リサイクル推進指針 

  長野県における特定建設資材に係る分別解体等及び特定建設資材廃棄物の 

再資源化等の実施に関して、必要な事項を定めたもの 

資源の有効な利用の促進に関する法律 

（リサイクル法） [経済産業省] 

H3.4.26 法律第 48 号 
H26.6.13 最終改正 

・資源の有効な利用の促進に関する法律施行令 

  特定再利用業種、指定副産物の定め等 
・建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき 

事項を定める省令 
 再生資源の利用の原則、再生資源利用計画の作成等 

・建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判

断の基準となるべき事項を定める省令 
 指定副産物に係る再生資源の利用の促進の原則、再生資源利用促進計画の作成等

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律 

（グリーン購入法） [環境省] 
（国等による環境物品等の調達の推進等について規定） 

H12.5.31 法律第 100 号 
H15.7.16 最終改正 



共 12―11 

 

 

 

 

 

 

  

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 

（廃掃法、廃棄物処理法） [環境省] 

S45.12.25 法律第 137 号 
H26.6.13 最終改正 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令 

  産業廃棄物の定め、産業廃棄物の収集、運搬、処分等の基準、委託の基準等 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則 

  産業廃棄物保管基準、産業廃棄物の運搬・処分を委託できる者等 

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律の一部を改正する法律等の施行について（通知） 

 （平成 23 年 2 月 4日） 

  建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理責任を明確化するための措置等 

・建設工事等から生ずる廃棄物の適正処理について（通知）（平成 23 年 3 月 30 日） 

  「建設廃棄物処理指針」の周知徹底 

・建設工事に伴い生ずる廃棄物の処理責任の元請業者への一元化について（事務連絡） 

 （平成 22 年 5 月 20 日） 

・建設汚泥の再生利用指定制度の運用における考え方について（技術的助言） 

（平成 18 年 7 月 4日） 

・石綿含有廃棄物等処理マニュアル （平成 23 年 3 月） 

大気汚染防止法 [環境省] 

（建築物等の解体等に伴う粉じん等の排出規制等） 

S43.6.10 法律第 97 号 
H26.6.18 最終改正 

・大気汚染防止法施行令 

  特定粉じん、特定建築材料の定め 

・大気汚染防止法施行規則 

  特定粉じん排出等作業の実施の届出、作業基準等 

・石綿障害予防規則 

  石綿等を取り扱う業務等に係る措置 

土壌汚染対策法 [環境省] 

（土壌汚染の把握、人の健康に係る被害の防止等） 

H14.5.29 法律第 53 号 
H26.6.4 最終改正 

・土壌汚染対策法施行令 

  特定有害物質の定め 

・土壌汚染対策法施行規則 

  土地の形質の変更の届出対象となる土地の規模、搬出しようとする土壌の調査等 

・建設工事における自然由来重金属等含有岩石・土壌への対応マニュアル【暫定版】 

 の送付について（国土交通省事務連絡）（平成 22 年 3 月 26 日） 
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３ 建設副産物対策の実務 

3-1 リサイクル原則化ルール 

 

公共建設工事における「リサイクル原則化ルール」の策定について（通知） 

 

平成 18 年（2006 年）6月 14 日付け 18 県活第 164 号   

土木部発注機関の長、部内各チームリーダーあて   

土木部長   

 

 

このことについて、国土交通省大臣官房技術調査課長他から別添（写し）のとおり通知がありました。 

これは、従来の「公共建設工事における再生資源活用の当面の運用について」（平成 14 年５月 30 日、国

官技第 42 号他）に建設汚泥の項目を追加したものです。 

再生資源の利用及び再生資源化施設の活用については、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」

（建設リサイクル法）及び「公共建設工事における分別解体等再資源化等及び再生資源活用工事実施要領

（土木）について」（平成 14 年 6 月 25 日、14 監技第 133 号）添付資料（「公共建設工事における再生資源

活用の当面の運用について」）に基づき実施することとしてきましたが、今後は、「公共建設工事における

再生資源活用の当面の運用について」に代え、この通知を参考にして実施してください。 

 

 

公共建設工事における「リサイクル原則化ルール」の策定について 

 

平成 18 年 6 月 12 日付け   

国官技第 47 号、国官総第 130 号、国営計第 37 号、国総事第 20 号   

  長野県土木部長あて参考送付   

               大臣官房技術調査課長、大臣官房公共事業調査室長、  

大臣官房官庁営繕部計画課長、総合政策局事業総括調整官   

通知文略   

 

リサイクル原則化ルール 

 

国土交通省の発注する建設工事において、以下の運用を行うこととする。この場合、経済性にはかかわ

らず実施するものとする。 

なお、以下の要件に該当しない建設工事においても可能な範囲で積極的に再生資源の利用および再資源

化施設の活用を図ることとする。また、再資源化施設の活用に際しては、所要の品質が安定的に確保され

る施設を活用することとする。 

 

(１) 建設副産物の工事現場からの搬出 

１）コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊の工事現場からの搬出 

建設工事に伴い発生したコンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊を廃棄物として工事現

場から搬出する場合は、再資源化施設へ搬出する。 

２）建設発生木材（伐木・除根材を含む）の工事現場からの搬出 

建設工事に伴い発生した木材を廃棄物として工事現場から搬出する場合は、原則として再資源化

施設へ搬出する。 

ただし、工事現場から 50km の範囲内に再資源化施設が無い場合、または以下の①および②の条件

を共に満たす場合には、再資源化に代えて縮減（焼却）を行った上で最終処分することができる。 

① 工事現場から再資源化施設までその運搬に用いる車両が通行する道路が整備されていない場合 
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② 縮減をするために行う運搬に要する費用の額が再資源化施設までの運搬に要する費用の額より

低い場合 

３）建設汚泥の工事現場からの搬出 

建設工事に伴い発生した建設汚泥を工事現場から搬出する場合は、原則として以下の①～③のい

ずれかの方法をとる。 

① 建設汚泥処理土として再生利用させるため、他の建設工事現場に搬出する（搬出元の工事現場

または搬出先の工事現場にて所要の品質を満たす建設汚泥処理土への改良が可能な場合に限る） 

② 他の建設工事にて建設汚泥処理土として再生利用させるため、再資源化施設に搬出する 

③ 製品化させる（建設汚泥処理土以外の形で再生利用させる）ため、再資源化施設に搬出する 

 

ただし、①、③において工事現場から 50km の範囲内に他の建設工事現場や再資源化施設が無い場

合、②において再資源化施設を経由した他の建設工事現場までの運搬距離の合計が 50km を越える場

合、他の建設工事との受入時期および土質等の調整が困難である場合には、縮減（脱水等）を行っ

た上で最終処分することができる。なお、①、②においては、各地方建設副産物対策連絡協議会等

で調整済みの場合は、その調整結果を優先することとする。 

４）建設発生土の工事現場からの搬出 

工事現場から建設発生土が発生する場合は、原則として、50km の範囲内の他の建設工事現場へ搬

出する。なお、各地方建設副産物対策連絡協議会等で調整済みの場合は、その調整結果を優先する

こととする。また、他の建設工事との受入時期および土質等の調整が困難である場合は、別の処分

場に搬出することを妨げない。 

 

(２)再生資源の利用 

１）再生骨材等の利用 

工事現場から 40km の範囲内に再生骨材等を製造する再資源化施設がある場合、工事目的物に要求

される品質等を考慮したうえで、原則として、再生骨材等を利用する。 

２）再生加熱アスファルト混合物の利用 

工事現場から40kmおよび運搬時間1.5時間の範囲内に再生加熱アスファルト混合物を製造する再

資源化施設がある場合、工事目的物に要求される品質等を考慮したうえで、原則として、再生加熱

アスファルト混合物を利用する。 

３）建設発生土および建設汚泥処理土の利用 

工事現場から 50km の範囲内に建設発生土または建設汚泥（建設汚泥が発生する工事現場または当

該工事現場において所要の品質を満たす建設汚泥処理土への改良が可能な場合）を搬出する他の建

設工事もしくは建設汚泥処理土を製造する再資源化施設がある場合、受入時期、土質等を考慮した

うえで、原則として、建設発生土もしくは建設汚泥処理土を利用する。なお、各地方建設副産物対

策連絡協議会等で調整済みの場合はその調整結果を優先することとする。 
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3-2 公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施要領 

（土木） 

長 野 県  
当初制定 平成 14 年 6 月 25 日  

改正 平成 21 年 3 月 19 日  
 最終改正 平成 24 年 12 月６日  

 
長野県が発注する「公共建設工事の分別解体等・再資源化等及び再生資源活用の対象とな

る建設工事」は、下記の要領に基づき実施するものとする。 

 

（１）建設リサイクル法の対象工事 
１．土木工事においては、請負代金額が５００万円以上で、特定建設資材を用いた土木

工作物等に係る解体工事、または、その施工に特定建設資材を使用する新築工事等

の場合に、分別解体等及び再資源化等の実施が義務付けとなる。 
２．特定建設資材とは、次に掲げる建設資材をいう。 

①コンクリート 
②コンクリート及び鉄から成る建設資材 
③木材 
④アスファルト・コンクリート 

 
（２）分別解体等及び再資源化等の実施要領 

１．設計図書等における条件明示の方法 
イ、入札時、変更契約時には別紙１「施工条件明示事項」に記載し、条件明示するも

のとする。 
ロ、「施工条件明示事項」は、建設リサイクル法の適用に係わらず、全工事に適用する。 
ハ、工事発注後に明らかになった事情により、予定した条件により難い場合は、発注

者と受注者が協議するものとする。 
２．積算上の取扱い 

イ、再生資材の単価は、県設定単価を計上する。ただし、設定単価のない地区は見積

単価により決定するものとする。 
ロ、再資源化施設の受入れ費用（処理費）は、県設定単価を計上する。 
ただし、処理施設設定単価のない施設は、見積単価により決定するものとする。 

ハ、分別解体等に要する費用及び建設資材廃棄物、建設発生土等を他の建設工事現場

及び再資源化施設等へ搬出、あるいは建設工事現場への搬入に必要となる費用（積

込み及び運搬費用）を積算基準書に基づき計上する。 
３．事前説明 

発注者は、建設リサイクル法 第 12 条第 1 項の規定による対象建設工事の届出に係

る事項について、受注しようとする者から契約前に事前説明を受けることとする。 
説明書様式は、「参考様式２（法第 12 条第 1 項の規定による説明用）説明書 参照」 
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４．建設工事請負契約 
契約にあたっては、分別解体等及び再資源化等について認識を共有するため、建設

業方で定める以外の下記の項目について書面に記載しなければならない。 
・ 分別解体等の方法 
・ 解体工事に要する費用 
・ 再資源化等をするための施設の名称及び所在地（特定建設資材廃棄物のみ） 
・ 再資源化等に要する費用（特定建設資材廃棄物のみ） 

５．都道府県知事への事前届出（通知書） 
イ、発注者は、特定建設資材を用いた解体工事等、または、新築工事等で請負代金額 

５００万円以上の工事においては、工事（本体工事（新築・解体等）及び仮設工事、

またはそれらの一部をいう。）着手前に、事前届出（通知書）を提出しなければなら

ない。 
ロ、提出先は、都道府県知事（窓口建設事務所建築課又は整備・建築課）とする。 

ただし、工事実施個所が、長野市・松本市・上田市の場合は各市長（市役所）に

通知書を提出する。 
通知書様式は「別紙２ 通知書 参照」 

ハ、発注者は、提出した通知書の写しを受注者に送付する。 
ニ、受注者は、下請がある場合は下請業者に対し都道府県知事等への写しを添付し告

知する。 
告知書様式は、「別紙３ 告知書 参照」 

６．施工計画書における取り扱い 
イ、発注者は、「建設リサイクル法対象工事」の工事受注者には、施工計画書提出時に

下請がある場合は、告知書の写しを添付させるものとする。 
ロ、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画については、全工事について施工計

画書に含めて提出させること。また、その実績について提出させること。 
７．完了時 

イ、発注者は、「建設リサイクル法対象工事」の工事受注者に、特定建設資材廃棄物の

再資源化等が完了したときは、書面にて必要事項を報告させるとともに報告書を発

注者にて保管する。 
再資源化等報告様式は、「別紙５ 再資源化等報告様式 参照」 

８．再生資材の管理 
イ、再生資材を使用する場合は、適正な品質確保について十分注意を払うよう指導す

る。 
適正な品質が確保されないような場合は、新材、購入土の使用を検討し、設計変

更により対応することとする。 
９．実施要領の適用 

この実施要領は、平成 21 年 4 月 1 日から適用するものとする。 
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（別紙２） 

通 知 書 
 

平成  26 年 ○月 ○日 

     長野市長 様 
 

（工事発注者）発注者職氏名：  長野建設事務所長 □□□ 
 

住    所：  長野県長野市南畏野南県町 686-1  

 
 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 11 条の規定により、下記のとおり通知します。 

記 

連

絡

先 

所 属 名 長野建設事務所 整備課 整備係 

担当者職・氏名 主査 △△ △△ 

電 話 番 号  ○○○－○○○○ 

工 
 

事 

の 

内 
 

容 

工事の名称 平成 27 年度  県単河川改修工事 

工事の場所 （一）犀川 長野市 □□ 

工事の概要 工事の種類 

 □建築物に係る解体工事 □建築物に係る新築又は増築の工事 

 □建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 

 ■建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（  排水機場工  ）注１ 

工事の規模 

 建築物に係る解体工事       用途    、階数   、工事対象床面積   ㎡ 

建築物に係る新築又は増築の工事  用途    、階数   、工事対象床面積   ㎡ 

建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの 

用途   、階数   、請負代金   万円（税込）

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等   請負代金 15703 万円（税込）

工 期 
平成 26 年 10 月 22 日～平成 27 年 8 月 17 日 

（着手予定日：平成  26 年  11 月  10 日） 

受 

注 

者 

会 社 名 株式会社○○ 主任技術者、監理技術
者又は技術管理者 

所 在 地 長野市大字△△  
氏名： □□ □□
番号： 12345678 

業 者 登 録  建設業
番号：特-23 第▉▉▉号

年月日：H24 年 

1 月 30 日

解体工事業
番 号： 
年月日： 

電 話 番 号   ○○○－○○○－○○○○（内線） FAX ○○○－○○○－○○○○ 

※ 受付番号              

注１）建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等の場合は工事の具体的な種類を記入する。 

（例：舗装、築堤、土地改良等） 

記載例 
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別紙３ 

告  知  書 

 

平成  26 年  ○月  ○日 

 

（下請負人） 

    株式会社 △△  様 

 

 

              氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名） 株式会社○○代表取締役 □□ □□       

                （郵便番号  381 － 0011   ）電話番号  ○○○－○○○－○○○○      

                 住所    長野市大字△△                       

 

 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第 12 条第 2 項の規定により、対象建設工事の届出に

係る事項について告知します。 

 

 

記 

 

 

１．添付資料 

 

  ①通知書（必要事項を記載したもの） 

   

  ②別表（別表 1～3のいずれかに必要事項を記載したもの） 

      □別表 1（建築物に係る解体工事） 

   □別表 2（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 

   ■別表 3（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）） 

 

    ③その他の添付資料（添付する場合） 

      ■設計図又は写真 

   ■工程表 

 

 

 

 

〔注〕本様式は下請負人に対して告知することにあたり、書面で行う場合の標準 

   様式を参考として示すものである。 

交通誘導警備員及び産業廃棄物

処理業者については、不要 

記載例 
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（参考様式２） （法第 12 条第１項の規定による説明用） 

説  明  書 

 

平成 26 年 ○月 ○日 

 

（発注者） 

    長野県長野建設事務所  様 

 

 

 

                 氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名)  株式会社○○ 代表取締役□□    

                 （郵便番号  381 － 0011  ）電話番号 026－○○○－○○○○   

                 住所         長野市大字△△                                                    

 

 

  建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第12条第1項の規定により、対象建設工事の届出

に係る事項について下記のとおり説明します。 

 

 

記 

 

１．説明内容   添付資料のとおり 

 

２．添付資料 

 

  ①届出書（様式第一号に必要な事項を記載したもの） 

   

  ②別表（別表1～3のいずれかに必要な事項を記載したもの） 

       □別表1（建築物に係る解体工事） 

    □別表2（建築物に係る新築工事等（新築・増築・修繕・模様替）） 

   ■別表3（建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）） 

 

    ③その他の別添資料（添付する場合） 

      □案内図 

      ■工程表 

 

 

 

 

 

（届出書） 必要な事項 
1 工事の概要 
①工事の名称 
②工事の場所 
③工事の種類及び規模 
④請負・自主施工の別 

（別表-3）必要な事項 
・工作物の構造 （解体工事のみ） 
・工事の種類 
・使用する特定建設資材の種類 

（新築・維持・修繕工事のみ） 
・工程ごとの作業内容及び解体方法 
・工事の工程の順序 （解体工事のみ） 
・工作物に用いられた建設資材の量 

（解体工事のみ） 
・廃棄物発生見込み量 

記載例 
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（説明書利用様式 2.①関係） 
（様式第一号）

長野県 知事 平成　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　　 市区町村長　殿

　　　　　　　　　　　　　ﾌﾘｶﾞﾅ

　 発注者又は自主施工者の氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）　　　　　　　　　　　　　印

　　（郵便番号　　　－　　　）電話番号　　　－　　　－

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　　（郵便番号　　　－　　　）電話番号　　　－　　　－

住所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　　　

　　□建築物に係る解体工事　　　　　　　用途　　　　　、階数　　　　　、工事対象床面積の合計　　　　m2

　　□建築物に係る新築又は増築の工事　　用途　　　　　、階数　　　　　、工事対象床面積の合計　　　　m2

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　用途　　　　　、階数　　　　　、請負代金　　　　　　万円

　④請負・自主施工の別：■請負　□自主施工

　　ﾌﾘｶﾞﾅ

　　（郵便番号381－0011）電話番号　○○○－○○○－○○○○

　③許可番号（登録番号）

　　■建設業の場合

　　　建設業許可　　長野県　　　□大臣■知事（特－23）　▉▉▉号　（　土木工事業）

　　□解体工事業の場合

　　（請負契約によらないで自ら施工する場合は記載不要）

　　平成　　年　　月　　日

　　  建築物に係る解体工事については別表１

　  　建築物に係る新築工事等については別表２

　  　建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等については別表３

　  により記載すること。

５．工程の概要

（工事着手予定日）　平成　　年　　月　　日

（工事完了予定日）　平成　　年　　月　　日

（できるだけ図面、表等を利用することとし、記載することができないときは、「別紙のとおり」と記載し、別紙を添付すること。）

（注意）

１　□欄には、該当箇所に「レ」を付すこと。

２　記名押印に代えて、署名することができる。

３　届出書には、対象建設工事に係る建築物等の設計図又は現状を示す明瞭な写真を添付すること。

　　□建築物に係る新築工事等であって新築又は増築の工事に該当しないもの　

　　　解体工事業登録　　　　　　　知事　　　　　　　　号

　　　主任技術者（監理技術者）氏名　□□　□□　　･

　①氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）　株式会社○○代表取締役　□□　□□          。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．対象建設工事の元請業者から法第12条第１項の規定による説明を受けた年月日

４．分別解体等の計画等

※受付番号　　　　　　　　　　　･

　②住所　長野市大字△△　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　　　技術管理者氏名　　　　　　　　　　　　･

届　出　書

　建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第10条第1項の規定により、下記のとおり届け出ます。

２．元請業者（請負契約によらないで自ら施工する場合は記載不要）

　　■建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等　　請負代金　  　15,703万円

１．工事の概要

（転居予定先）

記

　①工事の名称　平成27年度県単河川改修工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　②工事の場所　（一）犀川　長野市　□□　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･

　③工事の種類及び規模　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

記載例 
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別表３ （Ａ４）

仮設工事　□有　■無
□　手作業・機械作業の併用

土工事　■有　□無
□　手作業・機械作業の併用

基礎工事　□有　■無
□　手作業・機械作業の併用

本体構造の工事　□有　■無
□　手作業・機械作業の併用

本体付属品の工事　■有　□無
□　手作業・機械作業の併用

その他の工事　□有　■無
□　手作業・機械作業の併用

□上の工程における⑤→④→③の順序
□その他（    　　        　　　　　　　　　　　　　　　）
その他の場合の理由（　　　          　　　　　　　　　　）

（注）　①仮設　②土工　③基礎　④本体構造　⑤本体付属品　⑥その他

□⑤　□⑥
□①　■②　□③　□④

備考

特定建設資材廃棄物の種類ごとの量の見

込み（全工事）並びに特定建設資材が使用

される工作物の部分（新築・維持・修繕工
事のみ）及び特定建設資材廃棄物の発生

が見込まれる工作物の部分（維持・修繕・

解体工事のみ） ■ｱｽﾌｧﾙﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊
16.3トン

⑥その他　　　　　　　　　　　（
）

□　手作業

工事の工程の順序
（解体工事のみ）

工作物に用いられた建設資材の量

の見込み（解体工事のみ） 　　　　　　　　　トン

□　手作業③基礎

使用する部分又は発生が見込
まれる部分（注）
□①　□②　□③　□④

工
程
ごと
の
作
業
内
容
及
び
解
体
方
法

工作物の構造

（解体工事のみ）
□鉄筋コンクリート造　□その他（　　　　　　　　　　　　　）

工事の種類

使用する特定建設資材の種類

(新築･維持･修繕工事のみ）

廃
棄
物
発
生
見
込
量

■コンクリート　■コンクリート及び鉄から成る建設資材

　　　　　　　　□病院　□その他（　　　　　　　　　　　　）

量の見込み

■その他（排水機場　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　手作業

敷地境界との最短距離　約　　　　　ｍ

②土工

その他（　　　　　　　　　）

⑤本体付属品

その他

特定建設資材への付着物

（解体・維持・修繕工事の

み）

建築物以外のものに係る解体工事又は新築工事等（土木工事等）

分別解体等の計画等

■アスファルト・コンクリート　□木材

作業場所　□十分　□不十分

工作物に関
する調査の

結果

■新築工事　□維持・修繕工事　□解体工事
□電気　□水道　□ガス　□下水道　□鉄道　□電話

築年数　　　　年

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

工作物の状況

周辺にある施設　□住宅　□商業施設　□学校周辺状況

その他（　　　　　　　　　）

搬出経路

□①　□②　□③　□④

□　手作業

■⑤　□⑥

④本体構造

その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

□　手作業

分別解体等の方法
（解体工事のみ）

□　手作業

■コンクリート塊

トン □⑤　□⑥

工程 作業内容

①仮設

障害物　□有（　　　）　□無

種類

115.6トン

□建設発生木材

工事着手前に実施する措置の内容工作物に関する調査の結果

工作物に関
する調査の
結果及び工
事着手前に
実施する措
置の内容

作業場所

前面道路の幅員　約 　　　ｍ

□有
（　　　　　　　　　　　　）
□無

通学路　□有　□無

（説明書利用様式 2.②関係） 

記載例 
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別紙５ 

再資源化等報告書 

平成 27 年 ○月 ○日 

 
（発注者） 

   長野県長野建設事務所  様 
 
 

氏名（法人にあっては商号又は名称及び代表者の氏名）株式会社○○ 代表取締役□□  

（郵便番号  381 － 0011  ）電話番号 ○○○－○○○－○○○○  

住所      長野市大字△△                     

 

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第１８条第１項の規定により、下記のと

おり、特定建設資材廃棄物の再資源化等が完了したことを報告します。 

 

記 

 

１． 工事の名称  平成 26 年度 県単河川改修工事                        

２． 工事の場所      （一）犀川 長野市 □□                       

３． 再資源化等が完了した年月日    平成  27 年  ○月  ○日 

４． 再資源化等をした施設の名称及び所在地 

（書ききれない場合は別紙に記載） 

特定建設資材廃棄物 

の種類 

施設の名称 所在地 

コンクリート殻 ㈱○○長野工場 

破砕処分場 

○○市△△ 

アスファルト殻 ㈱○○長野工場 

破砕処分場 

○○市△△ 

建設木材   

   

５． 特定建設資材廃棄物の再資源化等に要した費用       90   万円（税込み） 

 

（参考資料を添付する場合の添付資料）※資源の有効な利用促進法に定められた一定規模以上の

工事の場合など 

 

□再生資源利用実施書（必要事項を記載したもの） 

□再生資源利用促進実施書（必要事項を記載したもの） 

 

記載例 
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（参考資料）

平成21年４月１日（平成27年度更新版）

項目
建設リサイクル法にて

義務付けられている事項
建設リサイクル法にて義務付けられていな
いが、実施する事項

【適用：施行令第２条１項の四】 【請負金額500万円以上の工事】 【請負金額500万円未満の工事】

1 入札時の条件明示 □ 契約書面に解体工事に要する □ 建設発生土、特定建設資材、 ◎ 工事担当者

費用等を記載できるように条件明示する。 産業廃棄物がある場合、条件明示する。

2 事前説明 □ 法第12条1項に規定する事項について ☆ 工事事務係

〔法第12条１項〕 受注しようとする者から契約前に

〔要領(2)3.〕 説明を受ける。　

3 建設工事請負契約書 契約書に下記の事項を記載する。 ☆ 工事事務係

〔法第13条１項〕 □ 分別解体の方法

〔要領(2)4.〕 □ 解体工事に要する費用

□ 再資源化等をする施設の名称及び所在地

□ 再資源化等に要する費用

4 都道府県知事への □ 発注者は、都道府県知事等へ通知書を ◎ 工事担当者

事前届出（通知書） 提出する。

〔法第11条、12条2項〕 □ 受注者は、下請がある場合は、

〔要領(2)5.〕 下請業者に対し通知書の写しを添付し

告知する。

5 施工計画書における □ 受注者は、下請がある場合施工計画書 ◎ 工事担当者

取り扱い に告知書を添付する。

〔要領(2)6.〕 □ 受注者は、再生資源利用〔促進〕計画を □ 受注者は、再生資源利用〔促進〕計画を

施工計画書に含め提出する。 施工計画書に含め提出する。

6 変更契約書 □ 請負契約の内容で３の各項に記載の ☆ 工事事務係

〔法第13条２項〕 事項を変更するときは、変更の内容を

記載する。

7 完了時 □ 受注者は、特定建設資材廃棄物の ◎ 工事担当者

〔法第18条〕 再資源化が完了したときは、

〔要領(2)7.〕 発注者に再資源化報告書にて

報告する。

□ 受注者は報告書に再生資源利用〔促進〕 □ 受注者は再生資源利用〔促進〕実施書を

実施書を添付するとともに保管する。 提出するとともに保管する。

注）〔要領〕とは、　「公共建設工事における分別解体等・再資源化等及び再生資源活用工事実施要領（土木）」（G8-3-2共12-14参照）

「建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」　　チェックリスト

番
号

備考

説明書 

通知書 

告知書 

再資源化等報告書 

告知書 ：交通誘導警備員及び産業

廃棄物処理業者については不要 
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3-3 再生資源利用〔促進〕（計画・実施）書 

 

  資源の有効な利用の促進に関する法律に係る省令の規定により、「発注者から直接建設工事を請負

った建設工事事業者は、あらかじめ再生資源利用計画並びに再生資源利用促進計画を作成する」とさ

れています。また、建設工事事業者は、これらの計画について、「建設工事の完成後速やかに、計画

の実施状況を記録するもの」とされています。 

  これらの計画及び記録を総称して、便宜上「再生資源利用〔促進〕（計画・実施）書」と表記して

いますが、「利用」と「利用促進」の意味の違い、「計画」と「実施」それぞれの取扱い区分を理解し、

作成、提出、保管等の取扱いを適切に行う必要があります。 

  なお、長野県では、省令の規定を踏まえつつ、全ての建設工事で計画書を作成し、実施状況を記録

することとしています。 

 

(1) 根拠省令  （受注者、発注者共通） 

  ① 建設業に属する事業を行う者の再生資源の利用に関する判断の基準となるべき事項 

を定める省令     （最終改正 平成 13 年３月 29 日 国土交通省令第 59 号） 

第８条（再生資源利用計画の作成等） 

 発注者から直接建設工事を請負った建設工事事業者は、次の各号の一に該当す 

る建設資材※を搬入する建設工事を施工する場合において、あらかじめ再生資源 

利用計画を作成するものとする。 

  ※次の各号の一に該当する建設資材＝土砂、砕石、加熱アスファルト混合物 

     （数値記載省略） 

   ※長野県では、各号に定める数量に関わらず、全ての建設工事で計画書を作成することとしている。 

２ 再生資源利用計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 前項各号に掲げる建設資材ごとの利用量 

 二 前号の利用量のうち再生資源の種類ごとの利用量 

 三 前二号に掲げるもののほか再生資源の利用に関する事項 

３ 建設工事事業者は、建設工事の完成後速やかに、再生資源利用計画の実施状 

況を記録するものとする。 

  ② 建設業に属する事業を行う者の指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関する判 

断の基準と成るべき事項を定める省令  

（最終改正 平成 13 年３月 29 日 国土交通省令第 60 号） 

第７条（再生資源利用促進計画の作成等） 

発注者から直接建設工事を請負った建設工事事業者は、次の各号の一に該当す 

る指定副産物※を工事現場から搬出する建設工事を施工する場合において、あら 

かじめ再生資源利用促進計画を作成するものとする。 

※次の各号の一に該当する指定副産物＝建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コ 

ンクリート塊又は建設発生木材 （数値記載省略） 

  ※長野県は、本項に定める数量に関わらず、全ての建設工事で計画書を作成するものとし 

ている。 

２ 再生資源利用促進計画には、次に掲げる事項を定めるものとする。 

 一 指定副産物の種類ごとの搬出量 

 二 指定副産物の種類ごとの再資源化施設又は他の工事現場等への搬出量 
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三 前二号に掲げるもののほか指定副産物に係る再生資源の利用の促進に関す 

る事項 

３ 建設工事事業者は、建設工事の完成後速やかに、再生資源利用計画の実施状 

況を記録するものとする。 

(2) 計画書、実施書の作成と提出 （受注者、発注者共通） 

ア システムを利用したデータ登録から各計画書、実施書の作成と提出について 

    再生資源利用計画書（実施書）、再生資源利用促進計画書（実施書）は、工事規模の 

大小に関わらず、全ての工事が対象となります。 

(ｱ) データの登録 

提出データの作成にあたり、受注者は、WEB オンラインシステムの建設副産物情報交換シス

テム（COBRIS）の CREDAS 機能を利用してデータの登録等を行うことを原則とします。（平成 31

年 4 月 1 日以降契約する工事から） 

 データ入力時の留意事項については、イを参照してください。 

(ｲ) 計画書、実施書の印刷、提出 

計画、実施それぞれの段階で登録データ確認が終了したら、「各種書類の印刷」機能を利用

して様式を印刷し、計画書については、施工計画書に含め監督員等に提出（長野県土木工事共

通仕様書 1-1-1-23 建設副産物 4.再生資源利用計画、5.再生資源利用促進計画）、実施書につい

ては、工事しゅん工後速やかに監督員等に提出しなければなりません。（長野県土木工事共通

仕様書 1-1-1-23 建設副産物 6.実施書の提出） 

(ｳ) 入力内容の確認、データの提出 

監督員等は、提出された様式により、入力内容が適正か確認し、必要があれば受注者に入力

データの修正等を求めます。 

受発注者双方で、実施書までデータ入力が適正に完了していると確認できたら、受注者は

COBRIS の「各種書類の印刷」機能を利用して様式を印刷し監督員等に提出します。COBRIS で

計画書及び実施書を作成した場合は、データの提出は不要です。 

提出されたデータは、建設副産物の発生量、再生資材・リサイクル製品等の利用状況など、

建設副産物の実態分析に係る基礎データとして使用し、長野県の建設副産物に関する施策に活

用されることになります。 

 

イ データ入力にあたっての留意事項 

  データ入力にあたっては、以下の事項に留意してください。 

(ｱ) 入力に必要なデータ 

  ① 利用計画関係＝建設資材利用 

利用計画作成にあたっては、新材を含む建設資材全体の利用用途と利用量、そのうち、再生

資材の供給元、施工条件、利用量が必要です。 

建設副産物情報交換システム（COBRIS）の特徴 
 ① 公共工事等で発生した建設副産物及び、利用した再生資材の量等をインターネット上で 

登録・検索 
 ② 資源利用促進法の再生資源利用〔促進〕計画書（実施書）等の書類作成 
 ③ 建設副産物を受入可能な中間処理施設及び、最終処分場をインターネット上で登録・検索 

 ◇ 利用には、登録とシステム利用料金が必要です（技術管理費に率計上）。 
（参考 HP）http://www.recycle.jacic.or.jp/index.html 
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コンクリート、コンクリート及び鉄から成る建設資材、木材、アスファルト混合物、

土砂、砕石、塩化ビニル管・継手、石膏ボード、その他（利用量の多い上位２品目

の再生資材等） 

下線：省令及び長野県土木工事共通仕様書に記載の資材。他は再生資源の利用に 

関する事項として把握する。 

    

 

 

 

 

再生資材の使用量は、再生材の含有率を考慮しない数量を入力して下さい。 

 

  ② 促進計画関係＝建設副産物発生・搬出 

促進計画作成にあたっては、建設副産物の発生量と再生資源利用促進量に係る 処分の区分

に関する情報が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

    

発生量は、現場内利用量、減量化量、現場外搬出量の合計値で、これら３つの量それぞれを

把握しておく必要があります。（現場内利用量は、特定建設資材廃棄物、建設廃棄物のうち建

設発生木材、建設汚泥、及び建設発生土のみ必要。減量化量は、建設汚泥のみ必要。） 

現場外搬出量の入力にあたっては、搬出先の場所、運搬距離、搬出先の種類（売却、他の工

事、プラントなど）を把握する必要があります。再生資源利用促進量は、現場外搬出量のうち、

以下の搬出先へ運んだ量です。搬出先を把握する必要があります。（搬出区分のみ入力、量の

再入力は不要） 

 

 

 

(ｲ) 問い合わせ先等 

  （一財）日本建設情報総合センター（JACIC）ホームページ 

     http://www.recycle.jacic.or.jp/ 

 

 

  

建設資材 

搬出先の種類のうち、 

再生資源利用にあたるもの 

売却、他工事、広域認定制度による処理、 

単純焼却以外の中間処理施設 

【特定建設資材廃棄物】 

コンクリート塊、建設発生木材 A、ｱｽﾌｧﾙﾄ・ｺﾝｸﾘｰﾄ塊 

【建設発生廃棄物】 

その他がれき類、建設汚泥、金属くず、廃塩化ビニル管・継手、廃プラスチック、

廃石膏ボード、紙くず、アスベスト、建設発生木材 B、その他の廃棄物、 

混合廃棄物 

【建設発生土】 

建設発生土、浚渫土、浚渫土以外の泥土 

下線：省令又は長野県土木工事共通仕様書に記載の副産物。他は再生資源の利用の

促進に関する事項として把握する。 

建設 

副産物 
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て

土
砂

に
つ

い
て

1
.現

場
内

：
現

場
内

利
用

コ
ン

ク
リ

ー
ト

に
つ

い
て

コ
ン

ク
リ

ー
ト

及
び

鉄
か

ら
成

る
建

設
資

材
に

つ
い

て
1
.生

ｺ
ﾝ
(新

)：
生

コ
ン

（
バ

ー
ジ

ン
骨

材
）

1
.有

筋
：
有

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
1
.表

層
：
表

層
1
.路

体
：
道

路
路

体
2
.他

工
(陸

)：
他

の
工

事
現

場
（
内

陸
）

1
.再

ｺ
(H

)：
再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
H

）
1
.再

有
筋

：
再

生
有

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
2
.再

ｺ
(H

)：
再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
H

）
2
.他

：
そ

の
他

2
.基

層
：
基

層
2
.路

床
：
路

床
3
.他

工
(海

)：
他

の
工

事
現

場
（
海

面
）

2
.再

ｺ
(M

)：
再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
M

）
2
.他

：
そ

の
他

3
.再

ｺ
(M

)：
再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
M

）
木

材
に

つ
い

て
3
.上

層
：
上

層
路

盤
3
.築

堤
：
河

川
築

堤
4
.再

資
源

：
再

資
源

化
施

設
3
.再

ｺ
(L

)：
再

生
生

コ
ン

（
C

o
再

生
骨

材
L
）

木
材

に
つ

い
て

4
.再

ｺ
（
L
)：

再
生

生
コ

ン
（
C

o
再

生
骨

材
L
）

1
.木

材
：
木

材
（
ボ

ー
ド

類
を

除
く
）

4
.歩

道
：
歩

道
4
.裏

込
：
構

造
物

等
の

5
.ス

ト
：
土

砂
ス

ト
ッ

ク
ヤ

ー
ド

4
.再

ｺ
(他

)：
再

生
生

コ
ン

（
そ

の
他

の
C

o
再

生
骨

材
）

1
.再

木
材

：
再

生
木

材
（
ボ

ー
ド

類
を

除
く
）

5
.再

ｺ
(他

)：
再

生
生

コ
ン

（
そ

の
他

の
C

o
再

生
骨

材
）

2
.ﾎ

ﾞｰ
ﾄﾞ

：
木

質
ボ

ー
ド

5
.他

：
そ

の
他

　
　

　
　

　
裏

込
材

、
埋

戻
し

用
6
.他

：
そ

の
他

5
.再

ｺ
(外

)：
再

生
生

コ
ン

(C
o
再

生
骨

材
以

外
の

再
生

材
)

2
.再

ﾎ
ﾞｰ

：
再

生
木

質
ボ

ー
ド

6
.再

ｺ
(外

)：
再

生
生

コ
ン

(C
o
再

生
骨

材
以

外
の

再
生

材
)

土
砂

に
つ

い
て

　
　

　
　

（
駐

車
場

舗
装

、
5
.宅

造
：
宅

地
造

成
用

6
.再

無
筋

：
再

生
無

筋
コ

ン
ク

リ
ー

ト
二

次
製

品
土

砂
に

つ
い

て
7
.無

筋
：
無

筋
ｺ
ﾝ
ｸ
ﾘ
ｰ

ﾄ二
次

製
品

1
.一

種
：
第

一
種

建
設

発
生

土
　

　
　

　
　

　
　

　
敷

地
内

舗
装

等
）

6
.水

面
：
水

面
埋

立
用

7
.他

：
そ

の
他

1
.一

種
：
第

一
種

建
設

発
生

土
8
.他

：
そ

の
他

2
.二

種
：
第

二
種

建
設

発
生

土
砕

石
に

つ
い

て
7
.ほ

場
：
ほ

場
整

備
（
農

地
整

備
）

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

混
合

物
に

つ
い

て
2
.二

種
：
第

二
種

建
設

発
生

土
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
混

合
物

に
つ

い
て

3
.三

種
：
第

三
種

建
設

発
生

土
1
.下

層
：
舗

装
の

下
層

路
盤

材
8
.他

：
そ

の
他

1
.再

粗
粒

：
再

生
粗

粒
度

ア
ス

コ
ン

3
.三

種
：
第

三
種

建
設

発
生

土
1
.粗

粒
：
粗

粒
度

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

4
.四

種
：
第

四
種

建
設

発
生

土
2
.上

層
：
舗

装
の

上
層

路
盤

材
塩

化
ビ

ニ
ル

管
・
継

手
に

つ
い

て
1
.指

示
あ

り
：
再

生
材

の
利

用
の

指
示

あ
り

2
.再

密
粒

：
再

生
密

粒
度

ア
ス

コ
ン

4
.四

種
：
第

四
種

建
設

発
生

土
2
.密

粒
：
密

粒
度

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

5
.泥

土
：
浚

渫
土

以
外

の
泥

土
3
.裏

込
：
構

造
物

の
裏

込
材

、
基

礎
材

1
.水

道
：
水

道
（
配

水
）
用

2
.指

示
な

し
：
再

生
材

の
利

用
の

指
示

な
し

3
.再

細
粒

：
再

生
細

粒
度

ア
ス

コ
ン

5
.泥

土
：
浚

渫
土

以
外

の
泥

土
3
.細

粒
：
細

粒
度

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

6
.浚

渫
土

：
浚

渫
土

4
.他

：
そ

の
他

2
.下

水
：
下

水
道

用
4
.再

開
粒

：
再

生
開

粒
度

ア
ス

コ
ン

6
.浚

渫
土

：
浚

渫
土

4
.開

粒
：
開

粒
度

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

コ
ン

ク
リ

ー
ト

7
.改

良
：
土

質
改

良
土

石
膏

ボ
ー

ド
に

つ
い

て
3
.ｹ

ｰ
ﾌ
ﾞﾙ

：
ｹ

ｰ
ﾌ
ﾞﾙ

用
5
.再

改
質

：
再

生
改

質
ア

ス
コ

ン
7
.改

良
：
土

質
改

良
土

5
.改

質
：
改

質
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
コ

ン
ク

リ
ー

ト
8
.汚

泥
処

：
建

設
汚

泥
処

理
土

1
.壁

：
壁

4
.農

業
：
農

業
用

6
.再

モ
ル

：
再

生
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
モ

ル
タ

ル
8
.汚

泥
処

：
建

設
汚

泥
処

理
土

6
.モ

ル
：
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
モ

ル
タ

ル
9
.再

砂
：
再

生
コ

ン
ク

リ
ー

ト
砂

2
.天

井
：
天

井
5
.設

備
：
設

備
用

7
.再

安
定

：
再

生
加

熱
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
安

定
処

理
路

盤
材

9
.再

砂
：
再

生
コ

ン
ク

リ
ー

ト
砂

7
.安

定
：
加

熱
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
安

定
処

理
路

盤
材

1
0
.採

取
土

：
山

砂
、

山
土

な
ど

の
新

材
（
採

取
土

、
購

入
土

）
3
.他

：
そ

の
他

6
.他

：
そ

の
他

8
.他

：
そ

の
他

塩
化

ビ
ニ

ル
管

・
継

手
に

つ
い

て
8
.他

：
そ

の
他

塩
化

ビ
ニ

ル
管

・
継

手
に

つ
い

て
そ

の
他

の
建

設
資

材
に

つ
い

て
砕

石
に

つ
い

て
1
.再

硬
質

：
再

生
硬

質
塩

化
ビ

ニ
ル

管
砕

石
に

つ
い

て
1
.硬

質
：
硬

質
塩

化
ビ

ニ
ル

管
（
利

用
用

途
を

具
体

的
に

記
入

し
て

下
さ

い
）

1
.再

ク
ラ

：
再

生
ク

ラ
ッ

シ
ャ

ー
ラ

ン
2
.他

：
そ

の
他

1
.ク

ラ
：
ク

ラ
ッ

シ
ャ

ー
ラ

ン
2
.他

：
そ

の
他

2
.再

粒
調

：
再

生
粒

度
調

整
砕

石
そ

の
他

の
建

設
資

材
に

つ
い

て
2
.粒

調
：
粒

度
調

整
砕

石
石

膏
ボ

ー
ド

に
つ

い
て

3
.鉱

さ
：
鉱

さ
い

（
再

生
資

材
名

称
を

具
体

的
に

記
入

し
て

下
さ

い
）

3
.鉱

さ
：
鉱

さ
い

1
.石

膏
：
石

膏
ボ

ー
ド

4
.他

：
そ

の
他

4
.単

粒
：
単

粒
度

砕
石

2
.ｼ

ｰ
ｼ
ﾞﾝ

ｸ
ﾞ：

シ
ー

ジ
ン

グ
石

膏
ボ

ー
ド

5
.ぐ

り
：
ぐ

り
石

、
割

ぐ
り

石
、

自
然

石
3
.強

化
：
強

化
石

膏
ボ

ー
ド

6
.他

：
そ

の
他

4
.化

粧
：
化

粧
石

膏
ボ

ー
ド

そ
の

他
の

建
設

資
材

に
つ

い
て

5
.ラ

ス
：
石

膏
ラ

ス
ボ

ー
ド

（
規

格
欄

に
建

設
資

材
の

名
称

を
具

体
的

に
記

入
し

て
下

さ
い

）
6
.他

：
そ

の
他

再
生

資
材

の
名

称
再

生
資

材
利

用
量

（
Ｂ

）

再
生

資
源

率

利
用

率

(B
)/

(A
)×

1
0
0

左
　

　
記

　
　

の
　

　
う

　
　

ち
、

　
　

再
　

　
生

　
　

資
　

　
材

　
　

の
　

　
利

　
　

用
　

　
状

　
　

況
　

　
　

（
再

生
資

材
を

利
用

し
た

場
合

に
記

入
し

て
下

さ
い

）

再
　

生
　

資
　

材
　

の
　

供
　

給
　

元
　

場
　

所
　

住
　

所
施

工
条

件
内

容
供

給
元

種
類

再
生

資
材

の
供

給
元

施
設

、
工

事
等

の
名

称

0
.0

0
.0

0
.0

1
.再

硬
質

0
.0

1
0
0
.0

2
.再

粒
調

0
.0

(有
)〇

〇
砕

石
4
.再

資
源

1
.指

示
あ

り
2
0
2
0
1
.長

野
県

　
長

野
市

△
△

１
－

２
－

３
1
.再

ク
ラ

1
0
0
.0

長
野

市
〇

〇
地

籍
5
.ス

ト
2
.指

示
な

し
2
0
2
0
1
.長

野
県

　
長

野
市

▲
▲

地
籍

1
.一

種
5
0
.0

平
成

2
7
年

度
　

県
単

道
路

工
事

1
.現

場
内

1
.指

示
あ

り
2
0
2
0
1
.長

野
県

　
長

野
市

〇
〇

地
籍

1
.一

種
5
0
0
.0

5
0
.0

(株
)〇

〇
ア

ス
コ

ン
4
.再

資
源

1
.指

示
あ

り
2
0
2
0
1
.長

野
県

　
長

野
市

〇
〇

１
－

２
－

３
3
.細

密
粒

1
0
.0

(株
)〇

〇
ア

ス
コ

ン
4
.再

資
源

1
.指

示
あ

り
2
0
2
0
1
.長

野
県

　
長

野
市

〇
〇

１
－

２
－

３
2
.再

密
粒

4
0
.0

0
.0

1
.再

有
筋

1
.再

有
筋

6
.再

無
筋

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

0
.0

5
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

0
.0

管
渠

工

1
.一

種

1
.一

種

1
.路

体

8
.他

高
密

度
ポ

リ
エ

チ
レ

ン
管

1
.硬

質
Ｖ

Ｕ
管

6
.他

1
.ク

ラ
Ｒ

Ｃ
－

４
０

1
.下

層

2
.粒

調
Ｍ

－
４

０
2
.上

層

2
.密

粒

3
.細

粒

再
密

Ａ
ｓ２

０
Ｆ

　
５

０
％

以
下

再
細

Ａ
ｓ１

３
　

５
０

％
以

下

1
.表

層

4
.歩

道

Ｖ
ｓ側

溝

1
.0

1
.0

間
知

ブ
ロ

ッ
ク

7
,無

筋

1
.有

筋
ボ

ッ
ク

ス
カ

ル
バ

ー
ト

1
.有

筋

0
.3

0
.3

5
0
0
.0

5
0
.0

5
5
0
.0

1
0
0
.0

1
0
0
.0

2
0
0
.0

4
0
.0

1
0
.0

5
0
.0

合
　

　
　

　
　

　
計

1
.生

ｺ
ﾝ

(新
)２

１
－

８
－

４
０

Ｂ
Ｂ

2
0
.5

3
0
.0

5
0
.5

3
0
.5

5
0
.0

8
0
.5

石
膏

ボ
ー

ド

そ
の

他
の

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

合
　

　
　

　
　

　
計

コ
ン

ク
リ

ー
ト

及

び
鉄

か
ら

成

る
建

設
資

材

木
材

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

混
合

物

土
　

砂

砕
　

石

塩
化

ビ
ニ

ル
管

発
 注

 機
 関

 名
2
0
0
1
1
0
．

長
野

県
　

〇
〇

建
設

事
務

所

建
　

設
　

資
　

材
　

（
新

材
を

含
む

全
体

の
利

用
状

況
）

分
　

類
小

 分
 類

規
　

格
主

な
利

用
用

途
利

用
量

（
A

)

2
0
2
0
1
．

長
野

県
　

長
野

市
（
地

先
等

）

工
　

事
　

名

工
事

施
工

箇
所

工
事

種
類

B
-
1
.改

良

（
国

）
〇

〇
〇

号
　

　
長

野
市

　
　

〇
〇

〇

道
路

改
築

工
　

L
=
1
0
0
.0

m
　

W
=
5
.5

(7
.0

)m
　

舗
装

工
　

L
=
1
0
0
.0

m
施

工
条

件
の

内
容

盛
土

材
は

〇
〇

よ
り

運
搬

と
す

る
。

ア
ス

フ
ァ

ル
ト
、

砕
石

に
つ

い
て

は
再

生
材

を
利

用
す

る
。

工
期

（
開

始
）

平
成

〇
〇

年
〇

〇
月

〇
〇

日

工
期

（
終

了
）

平
成

〇
〇

年
〇

〇
月

〇
〇

日

発
注

担
当

者
チ

ェ
ッ

ク
欄

〇
〇

　
〇

〇

〇
〇

〇
（〇

〇
〇

）〇
〇

〇
〇

〇
〇

〇
（〇

〇
〇

）〇
〇

〇
〇

（
税

込
）

再
資

源
化

等
が

完
了

し
た

年
月

日

平
成

〇
〇

年
〇

〇
月

〇
〇

日
震

災
関

連

左
記

金
額

の
う

ち

特
定

建
設

資
材

廃
棄

物
の

再
資

源
化

等
に

要
し

た
費

用

延
床

面
積

階
数

（
地

下
）

構
造

使
途

㎡
階

平
成

〇
〇

年
〇

〇
月

〇
〇

日

〇
〇

　
〇

〇

〇
〇

　
〇
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（参考）再生資源利用〔促進〕計画書（実施書）関係作業フロー 

【事前準備】 

 

【データ登録】 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

COBRISへ登録（http://www.recycle.jacic.or.jp/）

「COBRISシステム」ホームページ掲載の操作ﾏﾆｭｱﾙを確認、習熟に努める。

工事受注 

設計図書・ 

現地等の確認 

省令に定める建設資材、 

再生資源の利用がある 

省令に定める 

建設副産物が発生する 

受注者 

再生資源利用計画 

のデータ登録 

再生資源利用促進 

計画のデータ登録 

施工計画書に添付 

エラーチェック 

計画書の印刷 

工事施工 

データの
把握 

データの
把握 

実施状況記録のデータ登録 

エラーチェック 

実施書の印刷 

工事しゅん工書類 

として提出 

監督員等確認

必要に応じて

修正 

発注者 

監督員等確認

必要に応じて

修正 
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3-4 発生土（残土）処理 

発生土（残土）処理については、「建設発生土等の有効利用に関する行動計画（平成 15 年 10

月国土交通省）」において「設計の段階から切土、盛土のバランスをとる等、建設発生土の現場

内利用を進めるとともに、」「可能な限り建設発生土の工事間利用を促進する」とされた。 

工事にあたっては、必要に応じ仮置場所や引渡場所（残土処理場）を指定する等、適切な処分

のための条件明示を行う。 

 

  (1) 建設発生土の適正処理を実施する上での留意事項 

ア 設計の段階から切土、盛土のバランスをとる等、建設発生土の現場内利用を進める。 

イ 工事間利用が円滑に行われるよう工程調整を検討する。 

ウ 市町村等関係機関と連携して工事予定地、ストックヤード等を把握、利用する。 

 (2) 現場条件明示 

指定処分が可能な工事においては、適切な現場条件明示を行うとともに、必要に応じて設計

変更を行う。 

標準の「現場説明事項・施工条件明示事項」（例）では、建設発生土について残土の引渡し

場所又は仮置き場所までの距離、時間等の処分及び保管条件を明示することとしている。 

 

引渡場所・仮置場所 処分方法 運搬距離 特記事項 

○○市△△地先  指定 ○ｋｍ 別添地図参照 

 ※処分地を変更する場合は、発注者と協議を行うこと。 

 

  (3) 長野県土木工事共通仕様書（建設部）記載事項 

    長野県土木工事共通仕様書では、共通編第３章土工（河川土工・砂防土工、道路土工）におい

て、建設発生土に関して次のとおり規定している。 

  

   4.適用規定  

受注者は、建設発生土については、本編 1-1-1-23 建設副産物の規定により適切に処理しなければ

ならない。 

 5.発生土受入れ地等 

受注者は、建設発生土受入れ地及び建設廃棄物処理地の位置、及び建設発生土の内容等については、

設計図書及び監督員等の指示に従わなければならない。 

なお、受注者は、施工上やむを得ず指定された場所以外に建設発生土または、建設廃棄物を処分す

る場合には、事前に設計図書に関して監督員等と協議しなければならない。 

  6.施工計画書 

受注者は、建設発生土処理にあたり本編1-1-1-6施工計画書第1項の施工計画書の記載内容に加えて

設計図書に基づき以下の事項を施工計画書に記載しなければならない。 

（1）処理方法（場所・形状等） 

（2）排水計画 

（3）場内維持等 

7.建設発生土受入れ地の実測 

受注者は、建設発生土の受入れ地への搬入に先立ち、指定された建設発生土の受入れ地について地

形を実測し、資料を監督員等に提出しなければならない。ただし、受注者は、実測困難な場合等には、
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これに代わる資料により、監督員等の承諾を得なければならない。 

8.建設発生土受入れ地の条件 

建設発生土受入れ地については、受注者は、建設発生土受入地ごとの特定条件に応じて施工しなけ

ればならない。 

 

    (4) 工事関係書類での取扱い 

受注者は、前項の仕様書 7.建設発生土受入れ地の実測の規定に基づく地形を実測した資料

として当該受け入れ地での実測に基づく搬入前後の平面図、横断図（又は縦断図）を整備し、

提出するとともに、地形から計算できる搬入後の土量を計算した資料を提出する。また、本

資料について確認のできる写真を添付する。 

 

(5) 発生土利用基準 

     発生土を建設資材として利用する場合には、適用する基準として「発生土利用基準」が国土

交通省に定められており、これを準用している。 

 

○ 発生土利用基準について 

 

国官技第 112 号ほか   

平成 18 年 8月 10 日   

国土交通省各部、各課及び各地方整備局等宛て 

大臣官房技術調査課長   

大臣官房公共事業調査室長   

大臣官房官庁営繕部計画課長   

 

標記について、別紙の通りとりまとめたので、本基準に基づき発生土の適正な再生利用を図られたい。 

また、「発生土利用基準について」（平成 16 年３月 31 日付国官技第 341 号）は廃止する。 

 

 

発生土利用基準本文は下記 URL から参照できる。 

⇒ http://www.mlit.go.jp/tec/kankyou/hasseido/060810kijyun.pdf 

 

なお、次ページ以降参考掲載する。 
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3-5 産業廃棄物処理の留意事項 

受注者は、長野県土木工事共通仕様書共通編 1-1-1-23 建設副産物記載のとおり、産業廃棄物の

処理に関し排出事業者として法令を遵守し、実務を行わなければならない。 

廃棄物処理法では、排出事業者が自らの責任において建設廃棄物を適正に処理することと定めて

おり、その処理を他人に委託する場合には法令に定める基準に従わなければならないことになって

いる。 

(1) 事業者の産業廃棄物の運搬、処分等の委託の基準 

排出事業者は、産業廃棄物の処理を委託する際には、廃棄物処理法第 12 条第 6項の政令で定

める委託基準を遵守しなければならない。 

これは処理責任を有する事業者と受託者とが委託内容について互いに十分確認することを趣

旨とするものである。 

 

○ 委託基準は廃棄物の処理及び清掃に関する施行令 第 6条の 2に記載されている。 

以下、建設廃棄物処理マニュアルの記載事項を参考に解説する。 

  

① 排出事業者（建設工事を実施する事業者はこれに該当）が産業廃棄物の処理を他人に委託する

場合には、収集運搬業者又は処分業者であって委託しようとする産業廃棄物の処理が事業の範

囲に含まれる者に委託しなければならない。 

   受託者の事業範囲の確認が排出事業者の努力義務になっており、以下の項目について行う。  

 

② 排出事業者は、収集運搬業者、処分業者とそれぞれ書面により委託契約しなければならない。 

  「それぞれ書面により契約」であり、二者契約。排出時事業者、収集運搬業者、処分業者が一

括で契約するいわゆる三者契約は、事業範囲の確認が十分行われていない場合や、契約内容の

変更時のトラブルの要因となるなど、実務上推奨されないことから原則認められない。 

③ 委託契約書には、以下の事項についての条項を含まなければならない。 

・廃棄物の種類・数量 

・処理業者の事業の範囲 

・運搬の最終目的地の所在地（収集運搬の委託） 

・処分又は再生の場所の所在地、その方法及び施設の処理能力 

・最終処分の場所の所在地、その方法及び施設の処理能力（中間処理の委託） 

・適正な処理のために必要な下記の情報の提供に関する事項 

✓当該産業廃棄物の性状及び荷姿に関する事項 

✓通常の保管状況の下での腐敗、揮発等当該産業廃棄物の性状の変化に関する事項 

✓他の廃棄物との混合等により生ずる支障に関する事項 

✓その他当該産業廃棄物を取り扱う際に注意すべき事項 

✓ 業務終了時の処理業者から排出事業者への報告に関する事項 

・業の区分 

・許可期限及び条件 

・産業廃棄物の種類、積替又は保管の有無（収集運搬業のみ） 

・発生地と処分地の都道府県知事等の許可（収集運搬業のむ） 

・産業廃棄物の種類・処分の方法・施設の能力（処分業のみ） 

このほか、実地調査や写真等により施設の状況を確認する。 
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✓ 委託契約を解除した場合の処理されない廃棄物の取扱いに関する事項 

✓ 収集運搬業者と処分業者が異なる場合、それぞれ相手の氏名又は名称 

 

 

  

 

 

✓ 積替え・保管施設経由の有無と施設所在地、保管できる廃棄物の種類（収集運搬の委託） 

・ 安定型産業廃棄物を委託する場合、積替え・保管施設において他の廃棄物と混合すること

の許否等に関する事項（収集運搬で積替え・保管施設を経由する場合の委託） 

・ 委託者が受託者に支払う料金 

・ 委託契約の有効期間 

これらの他、以下の条項を盛り込むことが考えられる。 

・ 積替え・保管施設を経由する場合、有価物回収の有無とその種類 

・ 積替え・保管施設を経由する場合、区画の設定方法 

・ 支払方法 

・ 契約に違反した場合の措置 

・ 積替え・保管施設を経由する場合、廃棄物の手選別等の許否 

なお、積替え・保管施設を経由する場合、排出事業者はこれに関連して必要となる情報の

提供を収集運搬業者に求めることが望ましい。 

④  委託契約書及び書面は、その契約の終了の日から環境省令で定める期間保存する。  

 

(2) 適正処理の確認（産業廃棄物管理表） 

排出事業者は処理の委託に際して、廃棄物の種類ごとにマニフェスト又は電子マニフェスト

を使用し、委託した産業廃棄物が最終処分まで適正に処理されたことを確認しなければならな

い。 

排出事業者は、委託基準やマニフェストについて法令上の義務を遵守することに加えて、産

業廃棄物の処理の状況に関する確認を行い、当該産業廃棄物について発生から最終処分が終了

するまでの一連の処理の行程における処理が適正に行われるよう、必要な措置を講ずるように

努めなければならない。 

長野県土木工事共通仕様書共通編 1-1-1-23 建設副産物の 2.マニフェストでは、「受注者は、

産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）または電子

マニフェストにより、適正に処理されていることを確かめるとともに監督員等に提示しなけれ

ばならない。」としている。 

マニフェストをしゅん工書類として提出する必要は無いが、経過が把握できるよう、所定の

様式により集計して提出することとしている。 

建設工事から生ずる廃棄物の適正処理については、共通仕様書に記載の法令に加え、「建設

工事から生ずる廃棄物の適正処理について（通知）」で環境省から通知された「建設廃棄物処

理指針（https://www.env.go.jp/hourei/add/k035.pdf）」によることと指導されている。

・「それぞれ相手の氏名又は名称」については、契約書への記載では無く、排出事業者から各業者 

へ別途文書での通知も可能である。 

・建設業協会等で販売されている「建設廃棄物処理委託契約書」は、「それぞれの相手の氏名又は名

称」を記載できる様式となっているが、三者契約を意図するものではないことに留意する。 
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  (3) 長野県産業廃棄物３R実践協定を締結している場合 

県の「長野県産業廃棄物３Ｒ実践協定」を締結している受注業者にあっては、当該工事におけ

る「産業廃棄物の排出抑制、再使用、再生利用及び適正処理に関する自主的な取組状況等」につ

いて施工計画に定めること。 

産業廃棄物管理票（マニフェスト）集計表 （受注者名）

（工事名）

A票 B2票 D票 E票

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

年 月 日 年 月 日 年 月 日

・各票の列ごとに、マニュフェストに記載された量を数量単位欄に示す単位で記入してください。

・集計表は、廃棄物の種類別に作成してください。

（参考）廃棄物種類

（安定型品目）

01コンクリートがら

02アスコンがら

03その他がれき類

04ガラス・陶磁器くず

05廃プラスチック類

06金属くず

07混合（安定型のみ）

08石綿含有産業廃棄物

（管理型品目）

11建設汚泥

12紙くず

13木くず

14繊維くず

15廃石膏ボード

16混合（管理型含む）

17石綿含有産業廃棄物

（特別管理産廃）

廃棄物の種類

交付番号
（10桁の番号）

日付　（年号省略）

合計

日付　（年号省略） 日付　（年号省略） 備考

数量の単位 m
3　　

ｔ　　kg



    

 

 

 

共１３ 過積載防止対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初版 平成 22 年７月 

改定 平成 28 年３月 



 

共 13―1 

１１１１    過積載の防止過積載の防止過積載の防止過積載の防止    

(1) 過積載とは 
過積載とは、ダンプやトラックなどの自動車に、定められた重量の限度を超えた建設資

材や建設機械を運搬することをいい、次の 2つの場合がある。 

① 最大積載重量の超過（道路交通法違反） 
道路交通法では、道路運送車両法及びその保安基準に定める積載貨物の最大限度を

超えて運転してはならないと規定しており、これを超えた場合は道路交通法違反とな

る。なお、最大積載重量は、車検証に記載されている値であり、ダンプや大型トラッ

クで 10ｔ程度である。 

② 車両総重量の超過（道路法違反） 
道路を通行できる自動車の総重量の最高限度は、道路法及び車輌制限令に定められ

ており、それを超える自動車を通行させて場合は道路法違反となる。なお、最大総重

量は、軸距（ホイールベース）に応じて 20ｔないし 25ｔとなっており、軸距が短いダ

ンプなどでは 20ｔである。 

 

(2) 過積載の状況 
過積載は、砂利、鋼材、木材など、比重の重い貨物を運搬する場合に多く、特にダンプ

の過積載問題が深刻である。ダンプの場合、普通の浅いあおり（荷台の枠）のままでは積

載限度は限られているが、荷台を不正改造して適正量の３～４倍も著しい過積載を行って

いるダンプが見受けられる。 

また、生コン車が適正量を超えて運搬する場合や、平ボデー車に鋼材、コンクリートブ

ロック等を積み込む例も多い。 

不正改造車の例としては、次のものがある。 

① さし枠車 
荷台のあおりを高いものに取り替えた車両 

② 深ボデー 
荷台そのものを深いものに取り替えた車両 

③ 産廃車の不正利用 
廃プラスチックなどの軽い産業が行き物用に作られている荷台の深い車両を、土砂

や骨材の運搬にしようすること。 

 

(3) 過積載を原因とする問題 

ア 交通事故の増大 
自動車ブレーキ性能や車体の安定性能などは、あくまで適正な貨物の積載を前提として

設計されている。このため、積載限度を大幅に超えて自動車を運転すると、ブレーキが効

かなくなったり、カーブを曲がりきれなくなるなど、非常に危険な状況となり、交通事故

につながるおそれが大きい。 

イ 道路、橋梁の損傷 
道路や橋梁は、法律で設定している最大自重の自動車の通行を前提としてつくられてお

り、過積載車両が通行すると、路面のわだち掘れ、橋梁の損傷等、道路構造へ深刻な悪影

響をあたえるほか、他の自動車の安全走行も妨げられる。 

ウ 環境問題 
大型車が過積載状態で走行した場合の騒音や排出ガスは、適正積載の場合と比べると著

しく悪化するため、沿道環境や他の自動車へ与える影響が大きい。 
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(4) 過積載対策 
過積載の防止対策としては、道路交通法、道路法に基づく取締りのほか、公共事業の工

事現場における指導などがある。 

ア 道路交通法 
道路交通法では、従来から過積載について罰則の規定があったが、平成６年５月から

内容が強化された。特に、最後の条項は荷主、荷受人の責任が新たに問われるようにな

ったことを意味している。 

○ 過積載運転によって死亡事故を引き起こした時は、免許停止となる。 

○ 過積載をして１年以内に繰り返したときも同様 

○ 反則金の額が大幅に引き上げられたほか、罰金も引き上げられた。 

○ 過積載運転を要求した場合も罰せられるようになった。 

 

イ 道路法 
最大総重量を超えて自動車を通行させた者には罰則の適用がある。なお、これは直接

の運転手のほか、使用者及び法人も対象となる。 

平成 25 年６月、道路法の改正により、大型車両の通行経路の合理化と併せた制限違反

車両の取締りの強化が規定され、制限違反を繰り返す車両の使用者等に対する監督強化

が行われている。 

 

ウ 公共工事の現場からの過積載の排除 
昭和 56 年及び 61 年の関係省庁申し合わせにより、工事用資材の搬入にあたって適正

な積載を確保することを設計図書や現場説明書明示し、公共工事の現場からの過積載車

両の排除に努めている。（参照 

また、建設業者に対しては、過積載を行っている業者から土砂、資材の購入を行わな

いこととし、元請業者を通じて下請業者にも周知徹底することとしている。 

 

(5) 重機、重量運搬物の通行許可 
道路交通法、道路法及び道路法の車両制限令で定める重量を超える重機や重量運搬物を

運ぶ場合は、事前に出発地の警察署長及び通行経路の道路管理者の許可が必要となる。 

通行許可は、運搬経路上のすべての橋梁の強度、交差点の幅などの審査が必要で、申請

から許可まで３週間程度の期間が必要であることに留意する。 

なお、許可にあたっては、夜間走行、誘導車などの条件が付されることがあり、また、

現場での分解が可能な場合は、許可を受けられないことがある。 

また、平成５年 11 月に車両制限令が改正となり、大型車の総重量が 20ｔから一部 25ｔ

へ引き上げられている。 

全国の重さ指定道路、高さ指定道路については、国土交通省のホームページ等で確認す

ることができる。また、従来から、通行の許可に関し、道路管理者は「道路情報便覧」を

用いて審査を行っている。 

 

（参考：関東地方整備局の「指定道路」に係るホームページアドレス） 

http://www.ktr.mlit.go.jp/road/sinsei/road_sinsei00000026.html 
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２２２２    過積載による違法運行防止対策の実施要領過積載による違法運行防止対策の実施要領過積載による違法運行防止対策の実施要領過積載による違法運行防止対策の実施要領    
    

(1) 目的 
本要領は、今般の道路交通法の改正に伴い、土木部所管の建設工事現場における過積載

による違法運行の防止の一層の徹底を図るために必要な対策を講じ、もって適正かつ円満

な工事の実施に資することを目的とする。 

(2) 過積載による違法運行の防止対策として実施する事項 

ア 設計図書への記載 
工事発注時において、特記仕様書に下記記載例により記載する。 

（注：現在は、「現場説明事項、条件明示事項」作成例における「指導事項」中に掲載し

ている。） 

 

〈記載例

※

〉     ※平成 27 年４月現在の指導事項例を記載例としている。 

第１章 総 則 

第○○条 工事現場管理 

○項 請負者は、工事の施工にあたっては次の事項を遵守するものとする。 

１ 積載重量制限を超過して工事用資機材を積み込まず、また積み込ませないこと。 

２ 過積載、不正改造等を行っている資材納入業者から、資材を購入しないこと。 

３ 資材等の過積載を防止するため、建設発生土の処理及び骨材等の購入等にあたっ

ては、下請事業者及び骨材等納入業者の利益を不当に害することのないように

すること。 

４ さし枠装着車、物品積載装置、リヤバンパー等を不正改造したダンプカー及び不

表示車等に土砂等を積み込まず、また積み込ませないこと。並びに工事現場に

出入りすることのないようにすること。 

５ 過積載車両、さし枠装着車、リヤバンパーの切断・取り外し改造車、不表示車等

から土砂等の引き渡しを受ける等、過積載、不正改造等を助長することのない

ようにすること。 

６ 取引関係のあるダンプカー事業者が過積載を行い、又はさし枠装着車、リヤバン

パーの切断・取り外し改造車、不表示車等を土砂等運搬に使用している場合は、

早急に不正状態を解消する措置を講ずること。 

７ 「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置法」第

12 条に規定する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入者の使用を促進

すること。 

８ 下請契約の相手方又は資材納入業者を選定するにあたっては、交通安全に関する

配慮に欠ける者又は業務に関しダンプトラック等によって悪質かつ重大な事故

を発生させたものを排除すること。 

９ 以上のことにつき、下請契約における受注者を指導すること。 

10 上記の対策について、施工計画書に具体的に記載すること。 

 

イ 請負業者への指導の徹底 

(ｱ) 施工計画書への記載の確認 
現場説明時の指導事項に関する対策が、施工計画書に記載されていることを確認す

る。記載されていない場合は、記載するよう指導する。 

(ｲ) 安全協議会等における周知 
安全協議会等において、監督員等から過積載による違法運行の防止の取組を促す。

近隣の建設事務所等とも連携を図る等、より実効ある周知方策を工夫する。 
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ウ 日常の監督業務における指導 
日常の監督業務を通じて、過積載と疑わしい車両を現場において確認したときは直ち

に当該請負業者に対し調査のうえ改善するよう指導を行い、調査及び改善結果を速やか

に文書で監督員等へ報告させる。 

 

エ 建設副産物の処理等に係る適切な積算の実施 
建設副産物の処理ならびに再生資源の利用にあたって、定量積算を推進するため、処

分等の条件明示及び適正な積算を徹底する。 

 

オ 現場総点検 
日常の監督業務における指導の他、下記により現場総点検を行うものとする。 

(ｱ) 原則として、毎月１回現場総点検を実施する。 

(ｲ) 点検は、できるだけ搬入・搬出の多い時期・時間に行い。１工事２時間または 20 台

程度について行うものとする。 

(ｳ) 点検は原則として監督員が行うものとする。 

(ｴ) 過積載と疑わしい車両及び不表示車

※

を現場において確認した場合は、直ちに当該請

負業者に対し調査のうえ改善するよう指導を行い、調査及び改善結果を速やかに文書

で監督員等へ報告させる。 

(ｵ) 「産業廃棄物処理専用車」（土砂運搬禁止車）による土砂等の運搬は、すべて過積載

とみなすものとする。 

 

※ 不表示車：「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措置

法」第４条における表示義務違反車 

 

カ 結果の報告 
日常の監督業務において過積載車両を確認した場合及び現場総点検を行った結果は各

建設事務所、砂防事務所単位で取りまとめ、毎月 10日までに建設政策課技術管理室基準

指導班あてに提出する。なお、関東地方整備局からの通知に基づく四半期ごとの点検月

においては別途定めるものとする。 

 

キ 工事成績評定について 
工事成績評定にあたって、考査項目別運用表の 2.施行状況 Ⅲ.安全対策の項目を評定

する際には、過積載による違法運行の有無及び道路交通法違反の事実が判明等を勘案し

て行うものとする。 
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参考 過積載を抑制するための土砂等積込み状況の管理 
 

１ 過積載の定義 
ダンプカー等について、土砂等の積載量が自動車検査証（車検証）に記載されている最大積

載量を超えている場合が「過積載」とされる。 

 

 

２ 積み込み状況の管理 

(1)目視による計測 

【過積載と疑わしい車両の目安】 

○ 土砂及び砕石、アスファルト合材などの建設資材は、均した状態で平ボディーの

嵩高まで ① 

○ アスファルト、コンクリートがら及びアスファルト切削がらは、平ボディーの嵩

高＋20cmまで ② 

 
注１）土砂及び砕石、アスファルト合材などの建設資材は、均した状態で運搬していない場

合もある。疑わしい目安まで積んでいても均した場合は嵩高まで（①）と判断できる場

合は定量による積載と見なせる。 

注２）ダンプトラックのメーカー、車両による許容積載量に差異があることに注意する。 

注３）土質条件（ 比重、含水比等） により単位体積重量等の大きな変化が予想され、これ

によりがたい場合には、積載量の管理方法について新たに検討する必要がある。 

 

図-1 過積載と疑わしい車両の目安 

 
 

注４）過積載とみなすものの程度 

③ 土砂及び砕石、アスファルト合材などの建設資材  

⇒ ０cm を越える 

④ アスファルト、コンクリートがら及びアスファルト切削がら  

⇒ 20cm を越える 

 

注５）建設廃棄物処理専用車での土砂運搬はすべて過積載とする。 
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(2) 自重計による管理 
 大型ダンプカーの使用者は、積載重量を自動的に計量する装置（以下「自重計」という。）

を取り付けることがダンプ規制法（土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等

に関する法律）第６条により義務付けられている。 

 

図-2 自重計（アナログ指示機構の例） 

 
 

自重計による積載量の計測については、「土砂等運搬大型自動車に取り付ける自重計等技

術上の基準を定める省令」に基づく技術基準に適合する自重計を用いて計測するものとし、

適正に点検整備された自重計を有する車両の使用が徹底されなければならない。 

また、受注者は、大型ダンプカーに備え付けの車検証及び「自重計技術基準適合証」の

有効期限等を確認し、適正な状態を保たなければならない。 

車両運送法及び計量法等に基づく車検証と自重計技術基準適合証の有効期限は次のとお

りである。 

(ａ) ダンプカー等の車検証： １ 年間 

(ｂ) 自重計技術基準適合証： １ 年間 

 

(3) 許可条件等の表示 

車両総重量８ｔ以上又は最大積載量５ｔ以上の大型ダンプカーの使用者は、

国土交通大臣に申請して表示番号の指定を受け、その番号等を車両の荷台の両

側面と後面に見やすいように表示することがダンプ規制法第３条、第４条に義

務付けられている。 

図-3 許可条件表示 
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建設業退職金共済制度 

〔独立行政法人 勤労者退職金共済機構 建設業退職金共済事業（以下「建退共」という）〕 

１１１１    制度の制度の制度の制度の概要概要概要概要    

この制度は、建設業の事業主が建退共と退職金共済契約を結んで共済契約者となり、建設現

場で働く労働者を被共済者として、その労働者に建退共が交付する共済手帳に労働者が働いた

日数に応じ「共済証紙」を貼り、その労働者が建設業界で働くことをやめたときに、建退共が

直接労働者に退職金を支払うものである。 

建設現場で働く人たちの福祉の増進と雇用の安定のために、中小企業退職金共済法に基づき

創設された。 

労働者がいつ、また、どこの現場で働いても（事業主が変わっても）、働いた日数の掛金が

全額通算されて退職金が支払われる仕組みになっている。 

本制度は建設業の事業主が協力し合って労働者のために退職金を積立てていく制度であり、

もれなく制度に加入することが必要である。 

２２２２    加入手続き及び共済証紙等の扱い加入手続き及び共済証紙等の扱い加入手続き及び共済証紙等の扱い加入手続き及び共済証紙等の扱い    

「加入手続き」及び「退職金請求」等の手続きは、建退共長野県支部で扱い、「共済証紙」

の販売及び「退職金の支払い（口座振込）」は、最寄りの金融機関が代理店となり扱っている。 

３３３３    標識（シール）の掲示と下請業者に対する指導標識（シール）の掲示と下請業者に対する指導標識（シール）の掲示と下請業者に対する指導標識（シール）の掲示と下請業者に対する指導    

工事を受注した事業主は、制度に対する下請の事業主と労働者の意識の向上を図るため、現

場事務所及び工事現場の出入り口等に見やすい場所に下記標識（シール）を掲示する。 

（「建退共制度改善方策について（労働省、建設省、建退共本部 H11.3.18）」） 

標識は、建退共長野県支部で配布している。 

図－１ 長野県支部が配布している標識 
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４４４４    掛金収納書掛金収納書掛金収納書掛金収納書    

請負代金の額が 800 万円以上の建設工事の請負契約を締結したときは、請負契約締結後、1

ヶ月以内に共済証紙を購入した金融機関が発行する「掛金収納書」（契約者は発注者名及び工事

名を記入）のうち一枚（契約者が発注者へ）を当該発注機関に提出しなければならない。 

なお、期間内に収納書を提出できない特別の理由がある場合は、あらかじめ、その理由及び

証紙購入予定を工事打ち合わせ簿などにより報告しなければならない。中小企業退職金共済制

度に該当する場合は、その加入を証明する証拠書類を提示するものとしている。（長野県土木工

事共通仕様書共通編 1-1-1-52保険の付保及び事故の補償） 

 

建退共の制度の詳細、手続方法の確認、退職金試算及び各種様式のダウンロードは建退共の

ホームページで行うことができる。また、これらの事項が網羅された「建設業退職金共済制度

事務処理の手引き」が独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業退職金共済本部から発行され

ている。 

 

 独立行政法人勤労者退職金共済機構建設業退職金共済本部ホームページ 

http://www.kentaikyo.taisyokukin.go.jp/ 

 

 

図－２ 掛け金収納書記載例 

（事務処理の手引きから） 
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５５５５    関係通知文関係通知文関係通知文関係通知文    

 

建設業退職金共済制度の普及徹底について 

平成 11年４月 13日 11監第 47号  

発注期間の長あて 土木部長  

建設業退職金共済制度（以下「建退共制度」という。）は、職場や雇い主を転々とする建設労働

者にとって唯一の退職金制度であり、建設業における労働福祉の増進に重要な役割を担っており

ます。 

そのため、県におきましても、業者指名に当たっては建退共制度への加入を十分尊重すること

とし、また 800万円以上の請負契約においては発注者用掛金収納書（以下「収納書」という。）を

徴収するなど、建退共制度の普及徹底のための各種対策を講じてきたところです。 

しかしながら、加入の状況、履行の状況は必ずしも十分なものとは言い難く、今般、労働省、

建設省及び勤労者退職金共済機構において建退共制度改善方策が取りまとめられ別添のとおり建

設省建設経済局長から通知されたところです。 

つきましては、今後発注する工事にあっては、下記事項に十分留意され、建退共制度の加入促

進及び履行確保が一層徹底されるようご配慮願います。 

 

記 

 

１ 800 万円以上の工事契約を締結した場合においては、収納書（別紙１）を当該工事を受注し

た建設業者（以下「受注業者」という。）から提出させるものとする。 

 

２ 前項の収納書は、工事契約締結後１ヶ月以内に提出させるものとする。 

ただし、期限内に収納書を提出できない、又は建退共制度の対象労働者を雇用しないため共

済証紙を購入しない等の事情がある場合は、あらかじめ発注機関に申し出させるものとする。 

 

３ 発注機関は、受注業者から前項ただし書の申し出があったときは、その理由（期限内に提出

できない場合は共済証紙の購入予定時期を含む。）を書面により申し出させるものとする。 

 

４ 発注機関は、第２項のただし書において工期途中で対象労働者を雇用することとなったとき、

又は請負契約書の増額変更により受注業者が共済証紙を追加購入したときは、収納書を工事完

成時までに提出させるものとする。 

なお、請負契約額の増額変更があった場合において、受注業者が共済証紙の追加購入をしな

かったときは、その理由を書面により申し出させるものとする。 

 

５ 発注機関は、共済証紙の購入状況を把握するため、必要があると認めるときは、受注業者又

は勤労者退職金共済機構の建退共県支部（建設業退職金共済組合長野県支部：（社）長野県建設

業協会内）に対し、共済証紙の受け払い簿その他関係書類の提出を求めるものとする。 
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６ 発注機関は、共済証紙の購入について、受注業者が建設現場ごとの建退共制度の対象労働者

数及びその就労予定日数を的確に把握し、必要な枚数を購入すれば十分であることに留意する

ものとするものとする。 

なお、的確な把握が困難である場合において、勤労者退職金共済機関が定めた「共済証紙購

入の考え方について（別紙２）」を受注業者が参考とする際には、「労働者延べ就労予定数」の

７割が建退共制度の対象労働者であると想定して算定された値が示されていることを踏まえ、

当該値に（対象工事における労働者の建退共制度加入率）÷70% を乗じた値を参考とすべき

であることに留意するとともに、受注業者に対し、「対象工事における労働者の建退共制度加入

率」を把握するよう求めるものとする。 

 

７ 発注機関は、現場説明会等機会あるごとに、受注業者が建退共制度に加入することを勧奨す

るとともに、上記に掲げる事項のほか、以下の事項を加入業者に周知するものとする。 

(1) 受注業者は、自ら雇用する建退共制度の対象労働者に係る共済証紙を購入し、当該労働者

の共済手帳に共済証紙を貼付すること。 

(2) 受注業者が下請契約を締結する際は、下請業者に対して、建退共制度の趣旨を説明し、下

請業者が雇用する建退共制度の対象労働者に係る共済証紙を併せて購入し現物により交付す

ること、又は建退共制度の掛金相当額を下請代金中に参入することにより、下請業者の建退

共制度への加入並びに共済証紙の購入及び貼付を促進すべきこと。 

(3) 下請業者の規模が小さく、建退共制度に関する事務処理能力が十分でない場合には元請業

者に建退共制度への加入手続き、共済証紙の共済手帳への貼付等の事務の処理を委託する方

法もあるので、元請業者においてできる限り下請業者の事務の受託に努めること。 

 

別紙１，２は省略 

 

 



    

 

 

 

共１５ 暴力団対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

初版 平成 22 年７月 

改訂 平成 25 年４月 

改定 平成 28 年３月 
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１１１１    暴力団等の排除暴力団等の排除暴力団等の排除暴力団等の排除    

(1) 報告と被害届 

受注者は、暴力団等（暴力団、暴力団関係企業など、不当介入を行うすべての者をいう。）

からの不当要求または工事妨害（以下「不当介入」という。）又は不当介入による被害を受

けた場合、その旨を直ちに発注者に報告し、被害届を速やかに所轄警察署に提出すること

となっている。なお、届出は口頭によることができる。 

これらのことは長野県土木工事共通仕様書（建設部）共通編 1-1-1-56 に記載している

が、現場説明書にも明記することとしている。（次項も同じ） 

 

【関連通知】 

長野県が発注する建設工事等に係る暴力団関係者による工事妨害に対する取扱いについて（通知）  

昭和 63 年 6 月 22 日 土木部長      

※所轄警察署に不当介入の証明を求める場合の様式が添付されている。 

 

(2) 所轄警察署との協力 

受注者は、不当介入を排除するため、発注者及び所轄警察署と協力しなければならない。 

(3) 不当介入と工期 

受注者は、不当介入により工期の延長が生じる場合は、契約約款の規定（第 21条受注者

の請求による工期の延長）により発注者に工期延長等の要請を行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

長野県が発注する建設工事等に係る暴力団関係者 

による工事妨害に対する取扱いについて（通知） 

 

昭和 63 年６月 22 日 63 監技第 227 号   

発注機関の長あて 

土木部長   

県が発注する建設工事及び建設工事に係る測量、調査、設計コンサルタント業務（以下「建設

工事等」という。）に係る測量、調査、設計コンサルタント業務（以下「建設工事等」という。）

に係る工事妨害に対して、昭和 63 年６月 22 日から下記の通り取扱うこととしたので、適切に実

施してください。 

記 

１ 請負業者に対しては、暴力団関係者による工事妨害の被害を受けた場合は、その旨を直ちに

報告させるとともに、被害届を速やかに警察へ提出させること。 

なお、警察への被害届は、口頭によりその旨を届出ることができるものであること。 

２ 建設工事等を発注する場合は、当該建設工事等の仕様書又は現場説明書に「暴力団間関係者

から工事妨害による被害を受けた場合は、被害届を速やかに警察に提出すること。」と明記する

こと。 

第 21 条受注者の請求による工期の延長 

 受注者は、天候の不良、第２条の規定に基づく関連工事の調整への協力その他受注者の

責めに帰すことができない事由により工期内に工事を完成することができないときは、そ

の理由を明示した書面により、発注者に工期の延長変更を請求することができる。 
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３ 請負業者から暴力団関係者による工事妨害の被害をうけた旨の報告があった場合は、当該業

者に対し速やかに行程の調整を行わせ、工期又は履行期間（以下「工期」という。）の遅れが生

じないよう努めさせること。 

４ 上記３に措置にもかかわらず工期に遅れが生ずるおそれがある場合は、請負業者から工期延

長申請書又は履行期間延長申請書を警察からの被害届受理証明書（様式第１号）を添えて提出

させること。 

５ 工期の延長の措置を行う場合は、事前に当該建設工事等に係る妨害期間の調査を様式第２号

により所轄の警察署に依頼し、その調査結果（様式第３号）を参考にして、当該業者と工期の

延長について協議すること。 

 

（様式第 1 号） 

証 明 願 

平成  年  月  日 

 
様 

 
（申請者） 

住 所  

職 業 

（ふりがな） 

氏 名                   印 

生年月日  明・大・昭    年  月  日 

 
下記のとおり証明をお願いします。 

 

（証明の内容） 

 
 
 
 

（利用の目的） 

（提 出 先） 

番号     号 

 
上記のとおり被害届を受理したことを証明する。 

 
 平成  年  月  日 

 
長野県  警察署長          印  
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（様式第２号） 

平成  年  月  日  

 

 ○○警察署長 ○○○ 様 

 

（発注者名）  

長野県○○建設事務所長  

○○○○  

 

平成  年  月  日付で次の者に交付された被害届受理証明書に係る工事妨害について、

工期延長の資料として必要なので、暴力団関係者による工事妨害期間の調査をお願いします。 

 

１ 建設業者 

   住      所 

   商号及び代表者名 

 

２ 工事名等 

   工  事  名  

   工 事 場 所 

 

 

 

（様式第３号） 

平成  年  月  日  

 

（発注者名） 

長野県○○建設事務所長 

○○○○        様 

 

○○警察署長 ○○○  

 

工事妨害期間の調査結果について（回答） 

 

平成  年  月  日付の調査のことについては、次のとおりです。 

 

 

暴力団関係者による工事妨害期間 

 

 

平成  年  月  日 から 平成  年  月  日まで 
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２２２２    建設業界における暴力団員による不当な行為の排除の徹底建設業界における暴力団員による不当な行為の排除の徹底建設業界における暴力団員による不当な行為の排除の徹底建設業界における暴力団員による不当な行為の排除の徹底    

 「暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（以下暴力団対策）」が平成４年３月１日付施

行され、都道府県公安委員会を中心に、強力な暴力団対策が講じられている。 

 建設部では、建設業からの暴力団による不当な行為の排除について、平成４年６月 22日付け土

木部長通知「「暴力団による不当な行為の防止等に関する法律」の施行に伴い建設業界における暴

力団員による不当な行為の排除の徹底について（通知）」で徹底することとしている。 

 具体的には、契約約款における暴力団による不当な行為の排除に関する事項の明記、入札参加

資格に関する事項での対応、長野県警察本部刑事部長と長野県建設部長との合意書による対策事

項の明記等を行っている。 

 

(1) 契約約款記載事項 

 ① 発注者の解除権 

第46条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することがで

きる。 

 一 ～ 五 略 

 六 受注者(受注者が共同企業体であるときは、その構成員のいずれかの者。以下この号において同

じ。)が次のいずれかに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその役員又は

その支店若しくは常時建設工事の請負契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号にお

いて同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２

条第６号に規定する暴力団員（以下この号において「暴力団員」という。）であると認められ

るとき。 

ロ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する暴力団を

いう。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められる

とき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められるとき。 

二 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あ

るいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められると

き。 

 

② 暴力団等からの不当介入に対する報告及び届出の義務） 

第55条 受注者は、この契約に係る工事の遂行に当たり、暴力団等から不当な要求を受けたときは、

遅滞なく発注者に報告するとともに、所轄の警察署に届け出なければならない。 

 

(2) 入札参加資格関係 

 長野県建設工事等入札参加資格者に係る入札参加停止措置要領（最終改正 平成 25年３月

29 日 24 建政技第 382 号）において、入札参加資格者について入札参加停止を行うための措

置用件の一つとして、「暴力団の関係に基づく措置基準」を設けている。 

 

(3) 長野県発注工事等からの暴力団排除の推進に関する合意書 

 長野県警察本部刑事部長及び長野県建設部長は、長野県発注工に係る建設工事及び建設コ

ンサルタント業務等からの暴力団排除を推進するための合意書（平成 23 年３月 29日）を取
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り交わし、以下の項目について定めている。 

１ 発注工事等からの排除対象の明確化及び排除手続きの策定 

  長野県発注工事等に係る「入札参加資格」、「請負契約締結」、「入札参加停止措置」に関

して、解釈を示し、排除対象を明確にするとともに、手続きを定めている。 

２ 組織犯罪対策課長と建設部長が現場の実情に応じて相互に協力し、緊密な連携の下、積

極的な対応を図ることとしている。 
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